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私たち農業委員会は、農業・農村を守り、その健全な発展に寄与するため 

法令遵守と高い倫理観を持ち、農業委員と農地利用最適化推進委員が一体と 

なって、以下の憲章を遵守することを誓います。 

 

一、農業委員会は、 

農業・農村の代表として、食料・農業・農村基本計画の実現に努め、 

国民の期待と信頼に応えます。 

 

一、農業委員会は、 

食料の自給率と自給力を維持・向上させるため、 

適正な農地行政に努め、優良農地の確保と効率利用を進めます。 

 

一、農業委員会は、 

農地利用の最適化をめざし、担い手への農地利用の集積・集約化、 

遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進に努めます。 

 

一、農業委員会は、 

認定農業者や新規参入者等の意欲ある担い手の育成・確保と 

経営支援を強化し、農業・農村の持続的発展に努めます。 

 

一、農業委員会は、 

暮らしと経営に役立つ情報の収集・提供に努め、 

活力ある農業と農村社会をめざします。 

 

 

（2016年５月 26日開催「平成 28年度全国農業委員会会長大会」において制定） 

 

 

 

 

農業委員会憲章 
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令和７年度周南市農業委員会事業報告 

 

本市の農業及び農業者の公的代表機関である周南市農業委員会（以下「委員会」

という。）は、委員会の委員（以下「農業委員」という。）、農地利用最適化推進委員

（以下「推進委員」という。）（以下これらを「委員等」という。）及び委員会の権限

に属する事務を補助執行する委員会の事務局（以下「事務局」という。）の職員の協

働体「チーム農業委員会」として、地域農業の活性化、農業生産力の発展及び農業

経営の合理化を図り、農業者の生活向上に寄与するため諸対策を推進するとともに、

農業委員会等に関する法律、農地法、農業経営基盤強化促進法、農地中間管理事業

の推進に関する法律、農業振興地域の整備に関する法律、土地改良法、独立行政法

人農業者年金基金法その他関係法令に基づく事務を適正に執行し、本市の農業の振

興と基本的な農業施策を確立するため、次のとおり、事業を展開した。 

 

１ 組織運営 

(１) 総会の開催 

ア 定例総会の開催 

定例総会を毎月１回開催し、農地法第３条（農地等の権利移動の制限）、同

法第４条（農地の転用の制限）及び同法第５条（農地等の転用のための権利

移動の制限）に規定する許可申請、許可後の事業計画の変更承認申請、許可

処分の取消申請、地域計画の策定及び変更に係る意見聴取、農用地利用集積

等促進計画の案の作成に係る意見聴取、農業振興地域整備計画のうち農用地

利用計画の変更に係る意見聴取、農地等利用最適化推進施策の改善について

の具体的な意見の提出、令和７年度の最適化活動（農地等の利用の最適化の

推進に係る活動をいう。以下同じ。）の目標の設定、令和６年度の推進委員等

（推進委員及び最適化活動を行う農業委員をいう。以下同じ。）及び委員会の

最適化活動の点検・評価、推進委員の辞任の同意、推進委員の委嘱の承認、

農地移動適正化あっせん基準の改正、規程の改正、令和７年度事業計画の策

定、令和６年度事業報告の承認等について審議した。 

また、相続等による権利取得の届出、市街化区域内にある農地の転用の届

出、農地の転用の制限の例外としての届出、市街化区域内にある農地等の転

用のための権利取得の届出、農地等の転用のための権利取得の制限の例外と

しての届出、農地改良の届出、届出受理後の市街化区域内にある農地の転用

の届出の取消し、届出受理後の転用事業の事業計画の変更の届出、農地所有

適格法人の報告、農地所有適格法人以外の法人等からの農地等の利用状況の
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報告、非農地とした土地の農地再生、非農地判断（農地に該当するか否かの

判断をいう。以下同じ。）の結果、非農地判断施行前に非農地扱いとした土地

等が非農地であることの報告、非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等

の非農地判断の結果、相続税の納税猶予の適用を受ける農地等に係る農業経

営等を引き続き行っていることの証明、地目変更登記に係る登記官からの照

会に対する回答、相続土地国庫帰属承認申請に係る中四国農政局からの照会

に対する回答、現況が農地でないことの証明、農地賃借料情報、令和７年度

の委員会の予算、令和６年度の委員会の決算等について報告した。 

なお、４月開催の定例総会では、年度当初に当たり、市の農林関係部署の

職員が出席し、産業振興部長のあいさつ、農業振興課・農林整備課の職員紹

介及び両課の令和７年度当初予算の概要についての説明があった。 

定例総会の開催日、出席者人数及び議事件数は、次のとおりである。 

会議名 開催日 

出席者等（人） 議事 

農業 

委員 

事務局

職員 

関係部

署職員 

傍聴 

人 

議案 

(件) 

報告 

(件) 

令和７年 

第４回総会 
４月 10日 15 ４ ５  ８ ８ 

第５回総会 ５月 12日 18 ４   ３ ８ 

第６回総会 ６月 10日 19 ４ １  ７ ８ 

第７回総会 ７月 10日 18 ４ ３  ８ ６ 

第 8回総会 ８月 12日 18 ４ ２  ５ ９ 

第９回総会 ９月 10日 18 ４ ２  ４ ６ 

第 10回総会 10月 10日 18 ４   ５ 10 

第 11回総会 11月 10日 18 ４ １  ７ ９ 

第 12回総会 12月 10日 18 ４ ２  ５ 12 

令和８年 

第１回総会 
１月 13日 18 ４ ２  ４ 13 

第２回総会 ２月 10日 19 ４ ２  ５ 14 

第３回総会 ３月 10日 18 ４ ２  ８ ８ 

合計 215 48 22  69 111 

（注）継続審議の議案は、議案件数に加え、（ ）内に内数として計上する。 

イ 臨時総会の開催 

臨時総会は開催しなかった。 

(２) 委員全員協議会の開催 

毎月の定例総会の終了後に委員全員協議会を開催し、委員会の運営について

の協議・調整、農業委員への報告・連絡、農業委員間での意見交換を行った。 

総会は、厳粛に議事を進行する場であるのに対して、委員全員協議会は、農

業委員同士が自由に意見を述べ合える場、日常活動での疑問点、課題などを水

平展開する場とした。 
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なお、推進委員との情報共有を図るため、配付した資料等は、定例総会の議

案とともに推進委員に送付した。 

(３) 地区協議会の開催 

次のとおり、各地区協議会を開催し、必要事項について協議した。 

会議名 開催日 開催場所 主な協議内容 
令和７年第１回 

南部地区協議会 
７月 14日 市役所本庁舎 

・タブレット端末の活用 

・農地パトロール（利用

状況調査） 

・農業者年金、全国農業

新聞の加入促進 

・利用権の説明 

鹿野地区協議会 ７月 15日 コアプラザかの 
熊毛地区協議会 ７月 16日 ゆめプラザ熊毛 
西部地区協議会 ７月 17日 夜市市民センター 
徳山北部地区協議会 ７月 24日 長穂市民センター 

令和７年第２回 

南部地区協議会 
10月 30日 市役所本庁舎 

・地域計画のブラッシュ

アップ 

・タブレット端末研修 

・利用意向調査 

・全国農業新聞の加入推 

進 

西部地区協議会 10月 31日 夜市市民センター 
徳山北部地区協議会 11月４日 長穂市民センター 
鹿野地区協議会 11月５日 コアプラザかの 
熊毛地区協議会 11月６日 ゆめプラザ熊毛 

(４) 幹事会の開催 

次のとおり、幹事会を開催し、議事運営に関する事項等を協議した。 

会議名 開催日 主な協議内容 

令和７年 

第１回幹事会 
７月 25日 

・太陽光発電設備設置のための農地転用許可

申請に係る事務取扱いについて 

事務局に提出のあった農地法第５条許可

申請に関する対応の報告 

今後の太陽光発電設備に関する事務局の

対応方針 

第２回幹事会 ９月 10日 
・改選後（令和８年７月 24 日～）の農業委

員・推進委員の定数について 

第３回幹事会 12月 10日 

・農地の適正管理について 

民法第 233 条（竹木の枝の切除及び根の

切取り）の改正 

ホームページに掲載する内容（案） 

苦情相談等の処理簿（案） 

草刈り等のお願い文書（案） 

草刈り啓発チラシに掲載する内容（案） 

・検察審査会への審査申立てについて 

検察審査会の概要 

審査申立書（案） 

添付資料一覧（案） 

(５) 広報委員会の開催 

次のとおり、広報委員会を開催し、「しゅうなん農業委員会だより」の発行に

関する事項等を協議した。 
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会議名 開催日 主な協議内容 
令和７年 

第１回広報委員会 
５月 30日 

・構成案の確認 

・記事案の絞り込み 

第２回広報委員会 ７月１日 

・現状の確認（進み具合を見て改めて構成案

を検討） 

・記事の方向性（見出しの案をもとに、記事

の書き方を決定） 

・第３回目の会議は行わず、今回の決定事項

をもとに作成したものを郵送又はデータ送

付で共有し、気になる点を指摘することと

する。 

 (６) 農地利用最適化推進委員候補者評価委員会の開催 

欠員となった推進委員を補充するに当たり、推進委員候補者の推薦の求め及

び募集（以下「募集」という。）を行ったが、委員会の会長（以下「会長」とい

う。）の求めにより、推進委員候補者の推薦を受けた者（以下「被推薦者」とい

う。）及び推進委員候補者に応募した者（以下「応募者」という。）の評価を行

うため、次のとおり農地利用最適化推進委員候補者評価委員会（以下「評価委

員会」という。）を開催し、被推薦者及び応募者の評価を行い、評価及びその結

果についての意見を会長に報告した。 

会議名 開催日 担当区域 被推薦者・応募者の実人数 
令和７年 

第２回評価委員会 
７月 25日 

第８区 

（四熊２・西部） 
１人 

 

２ 農業委員・農地利用最適化推進委員 

（令和８年３月 31日現在） 

(１) 農業委員 

１９人 

うち認定農業者等７人、女性４人、40 代以下０人、中立委員１人、１期目の

者５人、通算２期目の者２人、通算３期目の者５人、通算４期目の者２人、通

算６期目の者３人、通算９期目の者１人、通算 11 期目の者１人、推進委員であ

った者３人、旧制度の農業委員であった者 10人 

(２) 農地利用最適化推進委員 

３２人 

うち認定農業者等３人、女性３人、40 代以下２人、１期目の者 11 人、２期目

の者８人、３期目の者 13 人、新制度の農業委員であった者０人、旧制度の農業

委員であった者１人 
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３ 事務局体制 

（令和８年３月 31日現在） 

９人 

事務局長（部次長）１人、事務局次長（課長）１人、事務局次長補佐（課長

補佐）１人、主査２人、主任１人、会計年度任用職員（パートタイム）３人 

 

４ 活動実績 

(１) 農地等の利用の最適化を推進する活動 

 

 

 

 

 

 

ア 農地等の利用の最適化の推進に関する指針に従って実施 

周南市農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」（令和５年

４月１日施行）に従って最適化活動を実施した。 

イ 令和７年度の最適化活動の目標の設定及び公表・報告 

令和７年３月の委員全員協議会で協議し定めた令和７年度の最適化活動の

成果目標（農地の集積、遊休農地の解消、新規参入の促進に係る目標をいう。）

及び活動目標（推進委員等が最適化活動を行う日数目標、活動強化月間の設

定目標、新規参入相談会への参加目標をいう。）（以下これらを「最適化活動

の目標」という。）を、４月総会で、「令和７年度最適化活動の目標の設定等」

及び「地区ごとの令和７年度最適化活動の目標設定等」として議決・決定の

上、前者を市ホームページで公表するとともに、山口県知事に報告した。 

ウ 令和７年度の推進委員等の最適化活動の記録 

各推進委員等は、最適化活動を実施した月日、場所、相手方、活動内容等

を具体的に記録した農業委員会活動記録簿を作成し、翌月 10 日（３月分は３

月末日）までに事務局に提出した。 

なお、タブレット端末を委員等の全員に配付後は、委員等がタブレット端

末のワンデスクシステムの活動記録簿入力画面から直接入力し、データを登

録する方法を併用し、令和８年４月からは紙媒体を止め、完全にタブレット

端末利用に統一した。 

エ 令和６年度の最適化活動の点検・評価及びその結果の公表・報告 

※ 農地等の利用の最適化の推進とは、 

① 担い手への農地利用の集積・集約化 

② 遊休農地の発生防止・解消 

③ 新規参入の促進 

による農地等の利用の効率化及び高度化の促進を行うことをいう。 
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(ア) 推進委員等自らによる最適化活動の点検・評価 

各推進委員等は、令和６年度中の農業委員会活動記録簿の集計結果に基

づき、令和６年度の最適化活動の実施状況及び最適化活動の目標の達成状

況について、自ら点検・評価し、「令和６年度推進委員等の最適化活動の点

検・評価」として４月末までに事務局に提出した。 

(イ) 総会での推進委員等の最適化活動の点検・評価及びその結果の通知 

令和６年度の推進委員等の最適化活動の実施状況及び最適化活動の目標

の達成状況について、各推進委員等から提出された「令和６年度推進委員

等の最適化活動の点検・評価」を、６月総会で点検・評価し、議決した上

で、その結果を各推進委員等に通知した 

(ウ) 総会での委員会の最適化活動の点検・評価及びその結果の公表・報告 

令和６年度の委員会の最適化活動の実施状況及び最適化活動の目標の達

成状況について、６月総会で「令和６年度農業委員会の農地利用の最適化

の推進の状況その他事務の実施状況の公表」により点検・評価し、議決し

た上で、市ホームページで公表するとともに、周南市長、山口県知事及び

山口県農業会議に報告した。 

オ 市の農業振興課との連携強化 

農地等の利用の最適化の推進に当たっては、市の農業振興課との連携を強

め、協力して取り組んだ。 

(２) 令和７年度に地域計画を策定した地域での計画策定に向けた協力 

令和５年度に計画策定に着手したが、令和６年度中に策定ができなかった勝

間地区の地域計画については、４月の総会で意見聴取に係る議決をし、５月８

日に策定された。 

また、令和６年度に計画策定に着手した菊川、夜市、戸田、湯野及び和田地

区の５地域計画については、次のとおり地域計画の策定に協力して取り組み、

７月総会での意見聴取の議決を経て、８月１日に策定された。 

ア 農業者等による協議の場に参加 

次のとおり、農業者等による協議の場として、２回目の座談会及び計画案

の説明会が開催されたが、委員等及び事務局職員は、積極的に参加し、将来

の農業や農地利用の姿について話し合いを行った。 

地区 座談会（２回目） 計画案の説明会 開催場所 

菊川 ４月 22日 ６月 10日 菊川市民センター 

夜市 ４月 16日 ６月４日 夜市市民センター 
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戸田 ４月 18日 ６月６日 戸田市民センター 

湯野 令和６年度中に開催 ４月 25日 湯野市民センター 

和田 ４月 21日 ６月 12日 和田市民センター 

なお、農業者等による協議の場の開催に当たっては、各地区担当の委員等

が地域の農業者等へ声かけを行い、市民センターがコミュニティ推進組織や

自治会等へ通知や回覧を行うなど、地元住民等に対し開催の周知を図り参加

を促した。 

イ 地域計画の策定に協力 

アを踏まえ、将来の農業の在り方、将来の農地の効率的かつ総合的な利用

に関する目標（目標とする農地利用の姿を示した地図（以下「目標地図」と

いう。）を含む。）等を定めた市の地域計画の策定に協力した。 

ウ 目標地図の素案を作成 

市からの求めにより、区域内の農用地の保有及び利用の状況、当該農用地

を保有し、又は利用する者の農業上の利用の意向その他の当該農用地の効率

的かつ総合的な利用に資する情報を勘案して、目標地図の素案を作成し、市

に提出した。 

(３) 地域計画の実現とブラッシュアップ 

菊川、夜市、戸田、湯野、大向、大道理、長穂、須々万、中須、須金、和田、

八代、高水、勝間、大河内、三丘及び鹿野地区の 17 地域計画の策定が全て完了

したので、令和７年度からは地域計画の実現とブラッシュアップに取り組んだ。 

ア 地域の話し合いの継続 

地域計画の実現やブラッシュアップを進めるため、市、関係機関・団体及

び農業者が参加した地域の話し合いを継続し、引き続き主催者の一員として

参画した。 

令和７年度は、大向及び八代地区において、次のとおり座談会（計画見直

し）が開催された。 

地区 座談会開催日 開催場所 

大向 １月 20日 大向市民センター 

八代 １月 28日 鶴いこいの里交流センター 

なお、ここでも各地区担当の委員等が地域の農業者等への声かけや地元住

民等に対しての開催の周知を行った。 

また、計画見直しに当たっての目標地図の素案を作成し、市に提出した。 

イ 地域計画の変更 
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菊川地区の地域計画においては、計画に位置付けられている農地の一部に

自己用住宅を建設するため、計画から除外したいとの申出があったので、１

月総会で地域計画の変更についての意見聴取に係る議決があり、２月１日に

変更された。 

ウ 地域計画の実現に向けた取組 

地域計画を実現するため、市、関係機関・団体及び農業者と連携して、①

目標地図に位置付けられた者への農地の権利移動、②農地中間管理機構との

連携強化、③活用できる国の補助事業の紹介等の取り組みを実施するとして

いたが、あまりできなかった。 

エ 地域計画のブラッシュアップに向けた取組 

地域計画は実情に応じて柔軟に変更することが求められ、特に、現況に近

い目標地図や受け手未定地（白地農地）の多い目標地図を作った地域にあっ

ては、計画のブラッシュアップが必要なため、関係機関等と連携して、①10

年後の受け手の特定、②農地の集積・集約化の推進、③担い手不足への対応、

④農地の粗放的利用等の取り組みを実施するとしていたが、あまり進んでい

ない。 

オ 地域計画の浸透 

地域の全ての農業者が地域計画を理解するよう、市の公表に留まらず、農

業委員会だより等で周知するとしていたが、紙面の都合により農業委員会だ

よりに掲載できなかった。 

また、不在村地主を含む土地持ち非農家に対しても可能な範囲で周知を図

るとしていたが、あまり周知できなかった。 

カ 地域計画外の農地への対応 

地域計画の範囲に入っていない農地についても、円滑な権利移動や遊休農

地対策等により農業利用が継続するよう支援を行った。 

権利移動に際しては、農用地利用集積等促進計画の活用を推進した。 

(４) 農地法等関係活動 

ア 農地法関係活動 

(ア) 農地等の権利移動に係る許可事務の適正執行（第３条関係） 

農地等の権利移動（第３条第１項）の許可申請書が提出されたので、事

務局と地区担当の委員等で書類審査及び現地調査を行い、必要に応じて申

請書等の補正を求め、申請書を受理後、議案として総会に提出・審議し、



- 13 -  

許可を決定の上、原則、議決した日付で許可指令書を交付した。 

不許可とした事案はなかった。 

また、許可処分の取消申請があったので、総会に諮って取消しを決定し、

議決した日付で許可処分の取消指令書を交付した。 

(イ) 農地等の権利移動に係る届出事務の適正執行（第３条、第３条の３関

係） 

相続等による農地等の権利取得（第３条の３）の届出書が提出されたの

で、事務局で書類審査等を行い、受理を決定し、受理通知書を交付すると

ともに、受理したことを総会で報告した。 

不受理とした事案はなかった。 

なお、農地売買等事業（第３条第１項第 13 号）及び農地中間管理事業

（同項第 14号の２）による農地等の権利移動の届出はなかった。 

また、届出受理後の届出の取消しはなかった。 

(ウ) 農地転用に係る許可事務の適正執行（第４条、第５条関係） 

農地の転用（第４条第１項）及び農地等の転用のための権利移動（第５

条第１項）の許可申請書が提出されたので、事務局と地区担当の委員等で

書類審査及び現地調査を行い、必要に応じて申請書等の補正を求め、申請

書を受理後、議案として総会に提出・審議し、許可を決定の上、原則、議

決した日付で許可指令書を交付した。 

不許可とした事案はなかった。 

なお、都市計画法で定める開発行為の許可など一定の条件が成就する必

要がある場合はその条件が成就した日付で許可をするが、開発行為の許可

及び農用地区域からの除外を要する事案があり、開発行為の許可が令和８

年度になった１件については、令和８年度に入って許可指令書を交付した。 

また、常設審議委員会の意見聴取を要する事案があったので、総会では

許可相当と決定し、常設審議委員会の審議・決定後に、原則、答申があっ

た日付で許可指令書を交付し、前述の農用地区域からの除外を要するもの

は除外の決定があった日付で許可指令書を交付した。 

(エ) 常設審議委員会（山口県農業会議）の意見聴取等（第４条、第５条関

係） 

委員会の許可を要する面積 30 アールを超える農地、農用地区域内農地、

甲種農地、第１種農地の転用、営農型太陽光発電施設その他農業委員会が

必要と認める転用事案並びに農地法等で定められたものについては、都道

府県の農業委員会ネットワーク機構（山口県農業会議）の意見を聴かなけ
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ればならないとされているが、面積 30 アールを超える農地及び農用地区域

内農地の転用事案があったので、意見聴取事案として常設審議委員会に提

出し、審議を求めた。 

なお、意見聴取事案以外の許可を要する転用事案については、参考とし

て資料提供した。 

(オ) 農地転用許可後の転用事業の進捗管理（第４条、第５条関係） 

農地転用許可を受けた転用事業者に農地転用許可済標識を貸与し、許可

を得て転用していることが明確に分かるよう、許可を受けた土地に設置し、

許可のあった事業計画に従って転用が達成するまで掲示をしてもらった。 

なお、許可後に事業計画の変更承認申請があったので、事業計画変更承

認申請書を受理後、議案として総会に提出・審議し、事業計画の変更を承

認の上、議決した日付で事業計画変更の承認指令書を交付した。 

また、許可処分の取消申請があったので、総会に諮って取消しを決定し、

議決した日付で許可処分の取消指令書を交付した。 

転用事業者は、工事が完成するまでの間、許可の日から３か月後及びそ

の後１年ごとに転用事業の進捗状況を委員会に報告するとともに、転用事

業が完了したときは委員会に報告することにしている。 

地区担当の委員等は、転用事業者の報告を現地確認するほか、適宜現地

を確認し、これらの結果を事務局に報告した。 

事務局は、転用事業の進捗状況を把握し、事業計画どおりに事業が行わ

れていなければ、事業実施の指導・勧告などを行うことにしている。 

なお、資材置場等の恒久転用の場合は、転用事業者は工事の完了の報告

のあった日から３年間、６か月ごとに事業の実施状況を委員会に報告する

ことにしている。 

(カ) 農地転用に係る届出事務の適正執行（第４条、第５条関係） 

市街化区域内にある農地転用（第４条第１項第７号・第５条第１項第６

号）及び転用又は権利移動の制限の例外としての農地転用（第４条第１項

第８号及び農地法施行規則第 29 条・第５条第１項第７号及び農地法施行規

則第 53 条）の届出書が提出されたので、事務局で書類審査を行い、受理を

決定し、受理通知書を交付するとともに、受理したことを総会で報告した。 

不受理とした事案はなかった。 

なお、通知又は申出を要する国・山口県の公共事業の施行に伴う農地転

用（第４条第１項第２号・第５条第１項第１号）はなかった。 

また、届出受理後に届出の取消願が提出されたので、届出の取消しを行

った。 
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(キ) 農地転用届出に係る転用事業の進捗管理（第４条、第５条関係） 

届出受理後に、転用事業者から事業計画変更届出書の提出があったので、

受理通知書を交付し、その旨を総会で報告した。 

なお、転用事業者が転用事業を完了したときは、事業完了報告書により

委員会に報告し、事務局は、提出のあった報告書の写しを地区担当の委員

等に送付し現地確認を依頼し、地区担当の委員等は、報告書により事業の

完了を現地確認するほか、適宜現地を確認し、それらの結果を事務局に報

告することにしている。 

委員会は、地区担当の委員等からの現地確認の報告、事業完了報告書を

提出しない又は事業計画どおり転用事業を行わない転用事業者からの事情

聴取、現地調査等により転用事業の進捗状況を把握し、必要な場合には事

業計画に従った事業実施の指導等を行うことにしている。 

(ク) 農地所有適格法人の報告等（第６条関係） 

農地所有適格法人から徴収した事業の状況及び法人要件の報告（第６条

第１項前段）について、事務局で書類審査を行い、法人要件（法人形態要

件、事業要件、議決権要件、役員要件）を満たしている否かを確認した上

で、受理したことを総会で報告した。 

なお、要件を満たさなくなるおそれがあると認められるときは、総会の

議決を経て、必要な措置を講ずべきことを勧告（第６条第２項）するとさ

れているが、該当するものはなかった。 

(ケ) 農地所有適格法人以外の法人等の報告等（第６条の２関係） 

農地所有適格法人以外の法人又は農作業に常時従事すると認められない

個人（以下「農地所有適格法人以外の法人等」という。）から聴取した使用

貸借による権利又は賃借権の設定を受けた農地等の利用状況の報告（第６

条の２第１項）について、事務局で書類審査を行い、農地所有適格法人以

外の法人等が農地等を借りる場合の追加要件（賃借契約に解除条件が付さ

れていること、地域における適切な役割分担のもとに農業を継続して行う

こと、法人の場合は業務執行役員又は重要な使用人が１人以上農業に常時

従事すること。）を満たしているか否かを確認した上で、受理したことを総

会で報告した。 

なお、要件に該当しない場合、農地等を適正に利用していない場合又は

当該報告をしない場合には、その旨を農地中間管理機構又は周南市に通知

（第６条の２第２項）するとともに、その処理を総会で報告することにし

ているが、該当するものはなかった。 
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(コ) 農地パトロール（利用状況調査）の実施（第 30条関係） 

農業委員会は毎年１回、その区域内にある農地の利用状況について調査

（以下「利用状況調査」という。）を行なわなければならないとされており、

地域の農地利用の確認、遊休農地の実態把握、無断・違反転用の発生防

止・早期発見の効率的・効果的な実施の観点から、農地パトロール（利用

状況調査）として、８月頃を実施時期として設定の上、実施した。 

なお、実施に当たっての説明会は、第１回・地区協議会の中で行った。 

農地パトロール（利用状況調査）は、令和６年度までは、紙の地図を参

考にした利用状況調査票への記入又はタブレット端末の画面入力により行

っていたが、令和７年度からは、全面的にタブレット端末の現地確認アプ

リを使用して行った。 

タブレット端末（現地確認アプリ）での利用状況調査は、約 28,000 筆、

2,600 ヘクタールの調査対象農地について、農業委員会サポートシステムで、

調査する委員等（以下「調査委員」という。）ごとの調査行程を作成し、

「現地確認行程一覧」として調査委員のタブレット端末にセットした上で、

調査委員は、画面に表示した「現地確認行程」により現地調査を行い、現

地調査結果を画面入力し、登録した結果は農業委員会サポートシステムに

連携された。 

なお、調査結果は、第 32 条第１項第１号に当たる①１号遊休農地（不耕

作緑：草刈り等で解消）及び②１号遊休農地（不耕作黄：基盤整備が必要）、

同項第２号に当たる③２号遊休農地（低利用：利用の程度が著しく劣って

いる）、④第 33 条第１項（33 条農地：耕作者が不在又は不在となる恐れの

ある農地）、⑤再生利用が困難な農地、⑥耕作中（１年以内に収穫）並びに

⑦自己保全（維持管理中）に区分し、さらに遊休農地等（①～③、⑤）の

現況（遊休化した理由）及び遊休農地等の発生場所を区分した。 

令和７年度の農地利用状況調査の結果は、次のとおりである。 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

1,990 1,947,977.44 1,112 476,296.67 19 13,841.00 3,121 2,438,115.11

454 451,275.66 424 190,765.07 17 12,222.00 895 654,262.73

25 23,477.00 16 9,233.00 41 32,710.00

1 2,757.00 1 2,757.00

71 52,463.58 91 38,488.04 162 90,951.62

11,917 15,415,321.04 5,673 2,640,109.50 256 416,048.99 17,846 18,471,479.53

1,866 1,671,996.97 1,549 651,710.29 74 38,073.84 3,489 2,361,781.10

16,324 19,565,268.69 8,865 4,006,602.57 366 480,185.83 25,555 24,052,057.09

18,019 21,139,206.59 9,285 4,151,529.01 367 470,522.83 27,671 25,761,258.43

（注）調査対象の合計は、調査開始時点での数値。調査後の転用や現況地目の変更があるため、年度末の遊休・荒廃農地面積とは一致しない。

田 畑 樹園地 計

調査対象の合計

④第33条第１項

⑤再生利用が困難

⑥耕作中

⑦自己保全

①～⑦の合計

区分

①１号遊休農地（緑）

②１号遊休農地（黄）

③２号遊休農地
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(サ) 利用意向調査の実施（第 32条、第 33条関係） 

農地パトロール（利用状況調査）の結果、１号遊休農地（不耕作緑）、１

号遊休農地（不耕作黄）又は２号遊休農地（低利用）とされた農地の所有

者には事務局から「利用意向調査書」等を返信用封筒とともに郵送（９月

から１月にかけて逐次発送）し、５つの選択肢（①農地中間管理事業を利

用、②自ら所有権の移転・賃借権の設定、③自ら耕作、④①～③以外の農

業上の利用、⑤農業上の利用を行う意思がない）から選択した農地利用の

意向及び新規参入者への貸付けに同意の有無を「農地における利用の意向

について（利用意向調査回答）」に記入してもらい回収した（回答期限は、

発送日から１か月程度）。 

令和７年度の利用意向調査の結果は、次のとおりである。 

 

(シ) 所有者不明農地制度の利用（第 32条第３項、第 41条関係） 

所有者不明農地（相続未登記農地）であっても、全ての相続人を調べる

ことなく、簡単な手続きで農地中間管理機構経由により最長 40 年間借りる

ことができる所有者不明農地制度を利用し、所有者等の探索（探索の範囲

を配偶者と子に限定）を行ってもなお所有者等（共有の場合は２分の１を

超える持分を有する者）を確知することができない所有者不明農地に係る

公示を行ったが、公示後、２か月以内に所有者等の申出がなかったので、

農地中間管理機構にその旨を通知した。 

令和８年度に入って、農地中間管理機構は、山口県知事に対して裁定を

申請し、山口県知事は、常設審議委員会の意見聴取を経て、農地中間管理

機構に当該農地の利用権を設定すべき旨の裁定を行い、これを公告する。 

この公告された裁定の定めるところにより、農地中間管理機構は、利用

権を取得し、担い手への貸付けを行うことになる。 

(ス) 非農地判断の実施 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

374 380,080.88 178 78,449.08 3 2,903.00 8 9,986.00 563 471,418.96

63 67,586.89 45 19,805.00 1 0.61 109 87,392.50

242 218,953.17 249 117,266.48 10 5,164.00 501 341,383.65

129 123,578.03 60 22,947.00 2 3,639.00 191 150,164.03

741 702,837.95 377 155,910.68 10 6,661.00 5 1,117.00 1,133 866,526.63

923 937,349.79 649 283,938.50 12 8,039.00 2 1,484.63 1,586 1,230,811.92

2,472 2,430,386.71 1,558 678,316.74 37 26,406.00 16 12,588.24 4,083 3,147,697.69

2,469 2,422,730.10 1,552 676,294.74 36 26,063.00 4,057 3,125,087.84

（注）調査対象の合計は、調査開始時点での数値（利用状況調査の①～③の合計）。開始後に転用や現況地目の変更があるため、調査結果の合計（①～⑥の合計）とは一致しない。

④①～③以外の農業上
の利用

⑤農業上の利用を行う
意思がない

⑥回答なし

調査対象の合計

畑 樹園地 計

①農地中間管理事業を
利用

②自ら所有権の移転、
賃借権の設定

③自ら耕作

その他

①～⑥の合計

区分

田
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農地パトロール（利用状況調査）又は日常活動としての農地パトロール

により、再生利用が困難な農地とされた土地について、事務局の事前調査

を経て、土地所有者に事前通知書を送付した上で、委員等３人以上と事務

局で現地調査をし、非農地判断を行ったが、一部には実施できず、令和８

年度に繰り越したものがあった。 

なお、土地の所有者への非農地通知書の交付、周南市、山口地方法務局

周南支局等への非農地通知一覧表による通知及び総会での非農地判断の結

果の報告について、一部において令和８年度に回ったものがあった。 

令和７年度の非農地判断の実施及びその結果は、次のとおりである。 

  

(セ) 非農地扱いとした土地等の非農地判断等 

令和４年度より、過去に国の示す非農地判断の手続（事前通知、委員等

の３人以上での現地調査・非農地判断、非農地通知書の交付及び非農地通

知一覧表の作成・通知）を経ずに非農地扱いとした土地等（非農地判断施

行前に非農地扱いとした土地、事務局判断により非農地扱いとした土地又

は農地とした荒廃農地をいう。以下同じ。）について、改めて国の示す非農

地判断の手続となるよう、補完する処理を行うこととしている。 

このうち、農地台帳の現況地目及び課税地目がともに非農地（田又は畑

以外）である土地については、土地所有者等が非農地通知書の交付を希望

した場合は、非農地通知書を交付し、非農地であることを総会で報告した

が、その他の会長が必要と認めた場合は、準備ができず着手できなかった。 

課税地目が農地（田又は畑）である土地については、必要に応じて一部、

非農地判断を実施し、総会で報告したものの、大部分は準備作業が進まず、

非農地扱いとした土地等についての本格的な非農地判断が開始できなかっ

た。 

(ソ) 無断・違反転用の早期発見及び是正指導の強化（第 51条関係） 

農地パトロール（利用状況調査）及び日常活動としての農地パトロール

で無断・違反転用を早期発見し、是正指導を行った。 

無断転用の発見後、無断転用の当事者に顛末書の提出を求め、総会に諮

筆数
（筆）

登記簿面積
（㎡）

筆数
（筆）

登記簿面積
（㎡）

筆数
（筆）

登記簿面積
（㎡）

田 243 167,314.87 31 20,784.91 212 146,529.96

畑 199 75,494.24 19 8,074.00 180 67,420.24

その他

442 242,809.11 50 28,858.91 392 213,950.20計

区分
農地 非農地

非農地判断の結果
非農地判断の実施

登記簿
地目
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って追認許可をした。 

なお、令和４年度に発生し、刑事訴訟法による告発をしたが令和６年３

月 27 日付けで不起訴処分（起訴猶予）となった違反転用事案については、

毎月現地確認を行っているが、工事は止まったままで、その後の進展はな

い。 

(タ) 農地の賃貸料情報の提供（第 52条関係） 

令和７年分として、１月から 12 月までに締結（公告）された農地の賃貸

借における賃借料（調査対象賃貸借件数 638 件）を集計し、その平均値を

求めた 10 アール当たりの賃借料水準（平均額）を２月総会に報告の上、２

月 10日に公表した。 

(チ) 農地台帳の点検・整備・管理（第 52条の２関係） 

農地台帳は農業委員会サポートシステムに情報化され、委員会が所管す

る各種申請、諸証明など業務全般の基本となっており、また、交付金事業

の対象となっていることから、定期的に市の固定資産課税台帳との照合

（毎年１回、５月から８月の間）及び市の住民基本台帳との照合（毎月１

回）を実施するほか、利用状況調査及び利用意向調査の実施後に把握した

情報に基づき整理するとともに、委員会の日常的な事務処理、委員等の活

動等を通じ、農地台帳の記録内容を補正するなど、適正に管理した。 

令和８年３月 31 日現在の農地台帳における分類別の筆数及び面積は、次

のとおりである。 

   

(ツ) 農地台帳に記録された事項の提供 

固定資産税等の軽減措置に関し、令和７年１月２日から令和８年１月１

日までの間に農地法第36条（農地中間管理権の取得に関する協議の勧告）

第１項の規定による勧告又は勧告の撤回を行った遊休農地及び所有する全

農地（10ａ未満の自作地を除く。）を新たに農地中間管理機構に10年以上の

筆数
（筆）

面積
（㎡）

田 24,270 25,212,145.32

畑 15,151 6,251,858.71

樹園地 449 542,294.35

計 39,870 32,006,298.38

73 354,548.00

169 31,452.71

65,762 30,181,611.77

105,874 62,573,910.86

区分

農
地

採草放牧地

農業用施設

非農地

計
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期間で貸し付ける（農地中間管理権が設定される）こととなった農地の情

報を課税課に提供した。 

(テ) 農地改良の届出 

農地の盛土又は掘削により農地を改良する場合、水田の埋立てにより畑

地を造成する場合その他の農地の改良をする場合の届出があったので、事

務局で書類審査を行い、受理を決定し、受理通知書を交付するとともに、

受理したことを総会で報告した。 

不受理とした事案はなかった。 

また、届出受理後の届出の取消しはなかった。 

同様に、農地改良の内容の変更の届出もなかった。 

(ト) 開墾等により新たに農地とする土地に係る事務処理 

山林、原野その他の土地について農地台帳に登載されていない土地又は

農地台帳に登載されている農地以外の土地（(ナ)の非農地とした土地を除

く。）を開墾等により農地とした場合の所有者若しくは耕作者からの耕作届

又は当該土地を発見した旨の通報はなかった。 

(ナ) 非農地とした土地の農地再生に係る事務処理 

農地転用、非農地通知書の交付、非農地証明書の交付又は非農地扱いに

より非農地とした土地を再び耕作して農地としていることについて、耕作

再開届の提出があったので、委員等の３人以上と事務局で現地調査を行い、

非農地判断をし、農地である場合には、非農地とした土地を再び農地とし

て農地台帳を復元した。 

この現地確認の結果は、届出者には現地確認通知書、所有者には農地復

元通知書により通知するとともに、総会で報告した。 

(ニ) 土地の現況等についての照会に対する回答 

登記簿上の地目が農地等（田、畑又は牧場）である土地の現況等につい

て法務局の登記官、執行裁判所、弁護士会等からの照会に対し、事務局の

事前調査を経て、農業委員及び推進委員の３人以上と事務局での現地調査

により非農地判断又は現況確認を行い、その結果を回答することにしてい

るが、山口地方法務局周南支部の登記官から照会があったので回答した。 

(ヌ) 農地等の買受適格証明（第３条、第５条関係） 

民事執行法の規定による競売又は国税徴収法の規定による公売（以下

「競売等」という。）に付された第３条又は第５条に規定する許可を要する

農地等についての買受適格証明は、買受適格証明願いにより、事務局と地
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区担当の農業委員で書類審査及び現地調査を行い、議案として総会に提出

し審議・決定の上、農地等の買受人となった場合は許可が得られるもので

あることを証明するものであるが、該当する買取適格証明願いはなかった。 

なお、買受適格証明書を交付した者が落札し、正式に許可申請があった

場合は、事務局で提出書類を確認し、買受適格証明書交付時と事情が同一

のときには総会の議決は経ずに許可し、その旨を総会で報告することにし

ているが、該当するものはなかった。 

また、競売等に付された第５条第１項第６号に規定する届出を要する市

街化区域内にある農地等についての買受適格証明は、買受適格証明願いに

より事務局で書類審査を行い、農地等の買受人となった場合は届出受理が

得られるものであることを証明し、その旨を総会で報告することにしてい

るが、該当するものはなかった。 

(ネ) 現況が農地でないことの証明等 

非農地証明願いにより、事務局の事前調査を経て、委員等３人以上と事

務局での現地調査により非農地判断を行い、その結果、農地に該当しない

と決定したものには非農地証明書を交付し、農地に該当すると決定したも

のには非農地証明が適当でないと認め非農地証明願返戻通知書により通知

し、その旨を総会で報告した。 

イ 農業経営基盤強化促進法関係活動 

(ア) 農業者等による協議の場に参加（第 18条関係・再掲） 

菊川、夜市、戸田、湯野及び和田地区の５地域計画の策定並びに大向及

び八代地区の地域計画の見直しに当たっては、市が設ける農業者、農業委

員会、農地中間管理機構、農業協同組合、土地改良区その他の当該区域の

関係者による協議の場に積極的に参加し、将来の農業や農地利用の姿につ

いて話し合いを実施した。 

(イ) 地域計画の策定に係る意見聴取（第 19条関係） 

周南市長より意見を求められた菊川、夜市、戸田、湯野及び和田地区の

５地域計画の策定について、総会で審議・決定し周南市長に回答した。 

(ウ) 地域計画の変更に係る意見聴取（第 19条関係） 

周南市長より意見を求められた菊川地区の地域計画の変更について、総

会で審議・決定し周南市長に回答した。 

(エ) 目標地図の素案の作成・提出（第 20条関係・再掲） 

菊川、夜市、戸田、湯野及び和田地区の５地域計画の策定並びに大向及
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び八代地区の地域計画の見直しに当たり、市からの求めにより、目標地図

を作成し、市に提出した。 

(オ) 地域計画の区域からの除外に係る農地転用の事前協議 

(ウ)の地域計画の変更は、農地の転用を行うための地域計画の区域から

の除外であり、農地法に基づく農地転用の許可の見込みがあることが要件

の一つとなっていることから、市への除外の申出の前に、委員会への事前

協議の申込みにより、事前に許可申請に準じて事務局と地区担当委員等で

書類審査及び現地調査を行い、農地転用の見込みの有無を確認し、申込者

へ通知した。 

ウ 農地中間管理事業の推進に関する法律関係活動 

(ア) 市の作成した農用地利用集積等促進計画の案に係る意見聴取（第 19 条

第２項、第３項関係） 

農地中間管理機構は、農用地利用集積等促進計画の策定に当たり、市町

村に対し、農用地利用集積等促進計画の案を作成し、農地中間管理機構に

提出するよう求めることができる（第 19 条第２項）とされ、市町村は、当

該協力を行う場合において必要があると認めるときは、農業委員会の意見

を聴くものとする（第 19条第３項）とされている。 

このことにより、周南市長より意見を求められた市が利用権設定の調整

を行った農用地利用集積等促進計画の案について、６月、９月、12 月及び

２月の総会で審議・決定し周南市長に回答した。 

(イ) 利用権設定の調整を支援 

(ア)に係る利用権設定の機構契約は、市の農業振興課が調整を行ってい

るが、委員会では、旧相対契約である機構契約(一括方式)について、推進

委員が中心となって地権者・耕作者への声掛けや書類作成の支援等を行っ

た。 

なお、第１回・地区協議会の中で農業振興課の職員により、令和７年度

以降、相対の利用権設定が地権者、耕作者、農地中間管理機構の三者によ

る権利設定になったこと、手続きの窓口が農業委員会ではなく農業振興課

になったこと、申出書等の様式が変更されたこと、更新時の必要な申出書

等は農業振興課から耕作者への郵送になったことの説明があった。 

 (ウ) 利用権設定の状況 

令和７年度の新規・更新別の利用権設定の申出件数は、次のとおりであ

る。 
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また、令和７年度の新規・更新の手続を含む令和８年４月１日現在の利

用権設定の状況は、次のとおりである。 

 

エ 農業振興地域の整備に関する法律関係活動 

(ア) 農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画の変更に係る意見聴取

（第 13条関係） 

周南市長より意見を求められた農業振興地域整備計画のうち農用地利用

計画の変更（除外・編入・非農地判定分）については、事務局と地区担当

の農業委員で現地調査（除外及び編入に限る。）を行い、総会で審議し、意

見を周南市長に回答した。 

(イ) 農振農用地区域からの除外に係る農地転用の事前協議 

(ア)の農用地利用計画の変更のうち、農地の転用を行うための農振農用

地区域からの除外は、農地法に基づく農地転用の許可の見込みがあること

が要件の一つとなっていることから、市への除外の申出の前に、委員会へ

の事前協議の申込みにより、事前に許可申請に準じて事務局と地区担当委

員等で書類審査及び現地調査を行い、農地転用の見込みの有無を確認し、

申込者へ通知した。 

(ウ) 農地移動適正化あっせん基準の改正（第 18条関係） 

農業振興地域内の農用地等について、その農用地等の農業上の利用を確

保するため、農業経営の規模の拡大、農地の集団化その他農地保有の合理

化のための売買や貸借などの権利移動のあっせん事業を行うに当たっての

農地移動適正化あっせん基準を総会に諮って改正し、山口県知事の認定を

受けた。 

オ 土地改良法関係活動 

(ア) 土地改良事業に参加する資格に係る承認、認定等（第３条関係） 

賃貸借等した農用地の所有者から土地改良事業に参加すべき旨の申出が

区分 新規 更新 合計

申出件数（件） 220 216 436

区分
筆数
（筆）

面積
（㎡）

田 3,843 6,259,624.77

畑 244 267,963.47

樹園地 16 50,928.00

計 4,103 6,578,516.24
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あったときの当該申出の承認（第３条第１項第２号）、賃貸借等した農用地

以外の土地の耕作者等が土地の所有者の同意を得て土地改良事業に参加す

べき旨を申し出たときの当該申出書の受理（同条第１項第４号）、賃貸借等

した農用地の耕作者等で土地改良事業に参加する資格を有しないものが農

用地の所有者の同意を得てその資格を交替すべき旨を申し出たときの当該

申出書の受理（同条第２項前段）、賃貸借等した農用地以外の土地の所有者

で土地改良事業に参加する資格を有しないものが農用地の使用及び収益を

する者の同意を得てその資格を交替すべき旨を申し出たときの当該申出書

の受理（同項後段）、農用地の一時貸付けに係る土地改良事業の参加資格の

認定（同条第３項）又は農地中間管理機構の借受農用地に係る土地改良事

業の参加資格の認定（同条第４項）を行った場合は、その旨を総会で報告

することとしているが、該当する事案はなかった。 

カ 租税特別措置法関係活動 

(ア) 贈与税又は相続税の納税猶予に関する適格者証明（第 70条の４、第 70

条の６関係） 

生前一括贈与又は相続により取得した農地等について、贈与税又は相続

税の納税猶予の適用（第 70条の４第１項・第 70条の６第１項）を受けるた

めの贈与税又は相続税の納税猶予に関する適格者証明願いにより、事務局

と地区担当の委員等で書類審査及び現地調査を行い、議案として総会に提

出・審議・決定し、適格者であることを証明することにしているが、該当

する適格者証明願いはなかった。 

(イ) 贈与税又は相続税の納税猶予の適用を受ける農地等に係る農業経営等

を引き続き行っていることの証明（第 70条の４、第 70条の６関係） 

贈与税又は相続税の納税猶予の適用を受ける農地等について、農業経営、

特定貸付け又は営農困難時貸付けを引き続き行っている旨の証明願いによ

り、事務局と地区担当委員等で書類審査及び現地調査を行い、引き続き農

業経営、特定貸付け又は営農困難時貸付けを行っている旨の証明書を交付

した上で、総会で報告することにしているが、相続税の納税猶予の適用を

受ける農地等の農業経営を引き続き行っていることの証明願いがあったの

で、当該証明書を交付し、総会で報告した。 

(ウ) 贈与税又は相続税の納税猶予納税猶予に係る特例農地等の利用状況に

ついての税務署からの照会に対する回答（第 70条の４、第 70条の６関係） 

贈与税又は相続税の納税猶予の特例を受けている農地等の利用状況等に

ついての税務署からの照会に対し、事務局の事前調査を経て、委員等の３
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人以上と事務局での現地調査により非農地判断及び現況確認を行い、その

結果を回答し、その旨を総会で報告することにしているが、該当する照会

はなかった。 

キ 地方税法関係活動 

(ア) 不動産取得税の徴収猶予に関する適格者証明（附則第 12条関係） 

生前一括贈与により取得した農地等について、不動産取得税の徴収猶予

の適用（附則第 12 条第１項）を受けるため、不動産取得税の徴収猶予に関

する適格者証明のための証明書（地方税法施行規則附則第４条第１項第１

号）としての農地等の受贈者に係る農業委員会の証明書の証明願いにより、

書類審査等を行い、議案として総会に提出・審議・決定し、適格者である

ことを証明することにしているが、該当する証明願いはなかった。 

(イ) 不動産取得税の徴収猶予の適用を受ける農地等に係る農業経営等を引

き続き行っていることの証明（附則第 12条関係） 

不動産取得税の徴収猶予の適用を受けている農地等について、引き続き

不動産取得税の徴収猶予の適用（附則第12条第１項）を受けるため、引き

続き農業経営を行っている旨の証明のための証明書（地方税法施行規則附

則第４条第３項）としての農地等の受贈者に係る農業委員会の証明書の証

明願いにより、書類審査等を行い、証明書を交付した上で、総会で報告す

ることにしているが、該当する証明願いはなかった。 

ク 相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律関係活動 

相続土地国庫帰属承認申請（第２条）された登記簿上の地目が田、畑又は

牧場である土地について、農林水産省中国四国農政局からの現況が農地であ

るか否か、農用地区域内の土地か否か、遊休農地か否か、地域計画の目標地

図への位置付け状況、転用許可又は無断転用の事実の有無等についての照会

に対し、事務局の事前調査を経て、委員等の３人以上と事務局での現地調査

により非農地判断又は現況確認を行い、その結果を回答し、その旨を総会で

報告した。 

(５) 組織活動 

ア 農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出 

農業委員会等に関する法律第 38 条第１項に規定する農地等利用最適化推進

施策の改善についての具体的な意見について、委員等に意見案の提出を求め、

次のとおり、要望意見項目を取りまとめ、「令和８年度に向けた農地等利用最

適化推進施策に関する意見」として調製の上、11 月総会で審議・決定し、11
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月 17日に周南市長に「意見書」を提出した。 

要望意見項目 

１ 担い手への農地利用の集積・集約化 

 
(１) 農地基盤の整備等に対する支援制度の周知と活用支援 

(２) 農業生産基盤（農道、水路、頭首工等）の維持管理への支援充実 

２ 遊休農地の発生防止・解消 

 

(１) 小規模・家庭農業の存続に向けた支援 

(２) 担い手の発掘、担い手への直接支援 

(３) 耕作放棄地の発生防止・解消に向けた取組推進 

(４) 鳥獣被害防止対策の推進 

３ 新規参入の促進 

 

(１) 新規就農者に対する技術習得や経営相談等の支援体制の推進 

(２) 若者が新規参入できる支援体制の整備 

(３) 新規就農者の受け入れ推進 

４ その他 

 

(１) 道の駅ソレーネ周南による生産者を育成・支援する仕組みの強化 

(２) スマート農業・省力栽培の取組推進 

(３) （仮称）周南市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例の

制定・施行 

(４) 地方税法第 381条申出の実施 

(５) 農業委員会だよりの年２回発行 

周南市長からは、令和７年 12月 26日付け文書により回答があった。 

イ 新規参入相談会への参加 

次のとおり、地域農林水産業を支える新たな担い手を確保するため、農業

大学校学生や就業希望者に対して農林水産業への就業イメージ作りや県内求

人法人、研修制度等の情報を提供する「やまぐち農林水産業新規就業ガイダ

ンス」（主催：公益財団法人やまぐち農林振興公社）へ、相談ブースを設け、

出展した。 

開催日 相談会名 開催場所 

８月３日 
令和７年度やまぐち農林水産業新規就業

ガイダンス 

山口市・山口グランド

ホテル 

ウ 令和７年度の最適化活動の目標の設定・公表（再掲） 

「令和７年度最適化活動の目標設定等」及び「地区ごとの令和７年度最適

化活動の目標設定等」をまとめ、４月総会で議決し、前者を市ホームページ

で公表した。 

エ 令和６年度の最適化活動の点検・評価結果等の公表（再掲） 

「令和６年度推進委員等の最適化活動の点検・評価」及び「令和６年度農

業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」を
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まとめ、６月の総会で議決し、後者を市ホームページで公表した。 

オ 規則、規程、要綱、要領等の整備 

次のとおり、規則、規程、要綱及び要領を整備した。 

(ア) 規程 

題名 区分 施行日 

周南市農業委員会会長専決規程 一部改正 ５月 12日 

(イ) 要綱 

題名 区分 施行日 

周南市農業委員会農地法施行に関する実施要綱 
一部改正 ４月１日 

一部改正 10月 10日 

周南市農業委員会農地法関係の届出の受理に関する要

綱 

一部改正 ４月１日 

一部改正 10月 20日 

周南市農業委員会農地転用許可後の転用事業の進捗に

関する要綱 

一部改正 ４月１日 

一部改正 ７月１日 

一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会農地転用届出に係る転用事業の進捗

に関する要綱 
一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会農地転用制限の例外（農業用施設

等）に係る届出に関する要綱 
一部改正 10月 20日 

周南市農業委員会農地改良に係る届出に関する要綱 一部改正 10月 20日 

周南市農業委員会違反転用に対する措置に関する要綱 一部改正 ４月１日 

周南市農業委員会日常活動としての農地パトロールに

関する要綱 
一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会非農地判断施行前に非農地扱いとし

た土地等の非農地判断等に関する要綱 
一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会行政書士等の代理人による申請手続

等に関する取扱要綱 
一部改正 ２月 10日 

(ウ) 要領 

題名 区分 施行日 

周南市農業委員会農地パトロール（利用状況調査）に

係る事務処理要領 
一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会全部効率利用要件の確認に係る事務

処理要領 
一部改正 ４月１日 

周南市農業委員会農地所有適格法人の要件審査及び報

告手続等に係る事務処理要領 
一部改正 ４月１日 

周南市農業委員会農地所有適格法人以外の法人等の要

件審査及び報告手続等に係る事務処理要領 

一部改正 ４月１日 

一部改正 ７月１日 

周南市農業委員会買受適格証明に係る事務処理要領 
一部改正 ４月１日 

一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会贈与税及び相続税の納税猶予に関す

る適格者証明等に係る事務処理要領 
一部改正 ４月１日 



- 28 -  

周南市農業委員会不動産取得税の徴収猶予に関する適

格者証明等に係る事務処理要領 
新設 ３月１日 

周南市農業委員会非農地証明に係る事務処理要領 
一部改正 ４月 1日 

一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会非農地判断に係る事務処理要領 
一部改正 ４月 1日 

一部改正 ２月 10日 

周南市農業委員会登記官等からの照会に係る事務処理

要領 
一部改正 ２月 10日 

(エ) （参考）周南市の規則 

題名 区分 施行日 

市長の権限に属する事務の委任規則 一部改正 
令和８年 

４月１日 

カ 農業委員・推進委員・事務局の情報の共有化 

毎月開催の委員全員協議会で、国からの資料、山口県からの資料、全国農

業会議所からの資料、山口県農業会議からの資料等を農業委員に配付すると

ともに、同じものを推進委員にも送付することで、農業委員・推進委員・事

務局職員の情報共有ができ、意識・知識の向上が図れた。 

配付・送付した主な資料は、次のとおりである。 

配付月 配付した資料等 資料の発出元等 

４月 

「地域計画の実現により、持続可能な農業・農村を創

る全国運動」推進要領 

全国農業会議所 

山口県農業会議 

農業者年金「若い農業者及び女性農業者等への周知徹

底、加入者累計 15 万人早期達成強化運動」を踏まえ

た令和６年度市町村別進捗状況 

山口県農業会議 

仲間との協働に楽しさ〈山口・周南市宮﨑孝明さん〉

東京から Iターン就農 
全国農業新聞 

とっくり大根夫婦で守る 周南・福川の伝統野菜唯一

の生産者 
朝日新聞 

周南市農業委員会・地区協議会 名簿 事務局 

周南市地域計画（大向・大道理・長穂・須々万・中

須・須金・八代・高水・大河内・三丘・鹿野地域分） 
農業振興課 

農業委員会活動記録簿・農業委員会活動記録簿のつけ

方・農業委員会活動記録簿「活動項目」の解説・「見

たこと」「聞いたこと」をどんどん記帳しましょ

う！・活動記録簿の記帳を徹底するために 

事務局 

５月 

令和７年度以降の権利設定について 

農地の貸借に係る手続きの変更について(令和７年度) 

利用権設定申出書兼農用地利用集積等促進計画(一括) 

委任状 

農業振興課 

農地調査用タブレット導入について 事務局 

地域計画における農業委員会の役割・見直し（ブラッ

シュアップ）に向けた取り組み 
全国農業会議所 

令和７年度周南市農業委員会事業計画書（修正版） 事務局 



- 29 -  

食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利

用を図るための農業振興地域整備に関する法律等の一

部を改正する法律案の概要 

農林水産省 

農地法等の一部改正（４月１日施行） 事務局 

周南市農業委員会・地区協議会 名簿（修正版） 事務局 

地区協議会の日程（利用状況調査等の説明会） 事務局 

周南市地域計画（勝間地域分） 事務局 

６月 

国勢調査 2025調査員大募集 
スマートシティ

推進課 

農地利用最適化推進委員（第８区 四熊２（西部））

の推薦の求め・募集から委嘱までの流れ・募集案内 
事務局 

農地等利用最適化推進施策の改善に関する意見の取り

まとめについて 
山口県農業会議 

７月 

相続土地国庫帰属制度の概要 事務局 

政策提案「改正基本法、基本計画における政策の実践

に向けた提案―農業の構造転換で消費者への安全・安

心な農産物安定供給と農業者・農村に活力を―」 

「地域計画の実現により、持続可能な農業・農村を創

る全国運動」を推進するための申し合わせ 

（令和７年度全国農業委員会会長大会決議） 

全国農業会議所 

地区協議会日程表 事務局 

農作業中の熱中症を予防しましょう！！ 農林水産省 

第１回

地区協

議会 

令和７年度以降の権利設定について 

農地の貸借に係る手続きの変更について

（令和７年度） 

スケジュール（一括） 

農地の貸し借りに関する様式集 

記入例（利用権設定申出書兼農用地利用

集積等促進計画（一括）・委任状・相続関

係説明図・求積図・代筆申出書） 

農地の権利設定に係る説明会ＱＡ 

農業振興課 

2025年度 農業委員会業務必携 92号 全国農業会議所 

令和７年度農地パトロール（利用状況調

査）実施要領の抜粋 

全国農業会議所 

山口県農業会議 

熱中症の応急処置 環境省 

タブレット管理カード（重要） 事務局 

タブレット端末クイックマニュアル１ 

電源、現地確認アプリ編 
事務局 

タブレット端末クイックマニュアル２ 

ワンデスク編 
事務局 

全国農業新聞購読申込書 全国農業会議所 

８月 

太陽光発電設備への農地転用に係る周辺住民への説明

及び周知について 
事務局 

太陽光発電設備に係る農地転用における注意事項 事務局 

令和７年度山口県農業委員会職員研究会研修会～農業

委員会組織をめぐる情勢について～ 
全国農業会議所 

令和６年度周南市農業委員会事業報告書（最終版） 事務局 
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周南市地域計画（菊川・夜市・戸田・湯野・和田地域

分） 
農業振興課 

令和７年度農作物病害虫発生予察注意報第１号・第２

号 

山口県病害虫防

除所 

令和７

年度・

農業委

員及び

農地利

用最適

化推進

委員等

研修会 

農地利

用の最

適化に

ついて 

地域計画と各種補助事業等の関連

付けの状況（R6補正・R7当初） 
農林水産省 

地域計画策定後は機構の活用を勧

めよう 
 

農業委員・推進委員の最適化引継

ぎマニュアル 
全国農業会議所 

非農地判断マニュアル 全国農業会議所 

山口県の新規就農者の推移  

令和７年度農業委員の取組事例に

ついて 
山口県農業会議 

令和７年度農地利用最適化推進委

員の取組事例について 
山口県農業会議 

農業委員・農地利用最適化推進委

員数と女性委員登用率 
山口県農業会議 

山口県の家族経営協定の推移 

市町別の家庭経営協定数 
 

はじめての農業委員会１ 

活動記録簿 記入の手引 

最適化活動分類表付 

全国農業会議所 

はじめての農業委員会２ 

農地利用状況調査の手引 
全国農業会議所 

2025年度版 農家相談の手引 全国農業会議所 

農業者年金制度と加入推進 2025年度版 全国農業会議所 

農業者年金の加入推進について 山口県農業会議 

情報提供活動の推進について 山口県農業会議 

農業者年金加入推進事例集 vol.17 全国農業会議所 

2025 年度版 農業者年金 年金の仕組みと

メリット 
全国農業会議所 

全国農業新聞購読申込書 全国農業会議所 

全国農業新聞を読もう！！紙面徹底解説パ

ンフレット 2025年度版 
全国農業会議所 

図書目録 2025年第２版 全国農業会議所 

９月 

次期任期の農業委員定数及び農地利用最適化推進委員

の定数について（案） 
事務局 

委員等から提出された農地利用最適化推進施策の改善

に関する意見（山口県農業会議用） 
事務局 

農業委員会の法令遵守の実施および今後の対応につい

て（依頼） 
全国農業会議所 

令和８年度に向けた農地等利用最適化推進施策に関す

る意見の記入用紙 
事務局 

利用権設定申出書の受付・相談会を開催します 農業振興課 

「季刊地域」見本誌の贈呈について 
農山漁村文化協

会 
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10月 

次期任期の農業委員及び農地利用最適化推進委員の定

数等について（案） 
事務局 

2025年度中国・四国ブロック農業委員会女性委員研修

会開催要領 

各県農業委員会

女性組織 

令和７年度山口県農業委員会女性協議会ブロック別研

修会開催要領 

山口県農業委員

会女性協議会 

令和８年度に向けた山口県の農業施策に関する意見書

（概要） 

令和８年度山口県農業施策に関する意見書（案） 

山口県農業会議 

各地区協議会の開催について 事務局 

2026年農業委員会手帳の申込について 山口県農業会議 

第２回

地区協

議会 

地域計画のブラッシュアップ 

地域計画のブラッシュアップＱ＆Ａ 
事務局 

地域計画の変更 農林水産省 

地域計画除外・農振除外が関連する農地転 

用の手続きについて（「事前協議」の導入） 
事務局 

地域計画のブラッシュアップの全国展開 農林水産省 

地域計画のブラッシュアップ取組み予定 事務局 

利用状況調査をタブレット端末で行なって

分かったこと 
事務局 

タブレット端末クイックマニュアル４ 

ワンデスクアプリ・意向把握入力編 
事務局 

『全国農業新聞』購読状況と今後の取組に

ついて～周南市～ 

全国農業新聞購読申込書 

読んでみませんか？経営とくらしを応援し

ます！『全国農業新聞』 

山口県農業会議 

農地の利用権設定の終期・更新の通知【再案内】につ

いて 

利用権終了一覧表 

農業振興課 

11月 

次期農業委員及び農地利用最適化推進委員の推薦の求

め・募集から任命・委嘱までの流れ 
事務局 

国有農地の売払いに係る一般競争入札の実施について 事務局 

12月 

地域計画除外・農振除外が関連する農地転用の手続き

について（「事前協議」の導入） 

ホームページ、流れ図、事前協議申込書、 

転用許可申請にために必要な個別書類等 

事務局 

周南市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する

条例制定について（議案第 120号） 
環境政策課 

１月 

農業委員と農地利用最適化推進委員を募集します。 

周南市農業委員会の委員（農業委員）募集案内 

周南市農業委員会の農地利用最適化推進委員募集案内 

事務局 

要請書（令和８年度農業関係予算の確保及び新たな基

本計画の実現と農業構造の転換の推進に向けた要請・  

「地域計画の実現により、持続可能な農業・農村を創

る全国運動」を推進するための申し合わせ） 

全国農業会議所 

令和８年度に向けた農地等利用最適化推進施策に関す

る意見書について（回答） 
秘書課 
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農業現場におけるクマ類の出没及び人身被害防止等に

対する指導等の徹底について（依頼） 

クマにご注意ください！！ 

農林水産省 

２月 

農業委員会組織をめぐる情勢について 全国農業会議 

農業分野における女性活躍の推進について 
中国四国農政局

山口県拠点 

所有者不明農地制度の概要 事務局 

とっくり大根 収穫始まる 朝日新聞 

利用状況調査に伴う非農地判断の対象筆数 事務局 

３月 

農業委員候補者・推進委員候補者の募集状況 事務局 

令和８年度最適化活動の目標の設定等（案） 事務局 

最適化活動の自己点検評価実施マニュアル 事務局 

農地移動適正化あっせん事業の概要 事務局 

令和５年度農地移動適正化あっせん事業実績 全国農業会議者 

「災害に備えるための農業保険」（園芸施設共済・農

機具共済） 

山口県農業共済

組合 

トウガラシの魅力を古民家カフェから発信 全国農業新聞 

令和８年度周南市農業委員会定例会の開催日等 事務局 

キ デジタル化の推進 

デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation: ＤＸ。ＩＣ

Ｔ（Information and Communication Technology：情報通信技術）を活用して

従来の組織や事務などを変革していくこと。）も視野に入れ、デジタル化を推

進することとし、その中心として、令和４年度に国の補助事業により導入し

た 20 台のタブレット端末に加え、令和７年度には、35 台を単市事業により追

加購入し、７月に開催した第１回・地区協議会の際に未だ貸与していなかっ

た委員等に貸与した。 

７月以降、委員等の全員へのタブレット端末の貸与が完了し、農地パトロ

ール（利用状況調査）や活動記録簿に利用した。 

なお、事務局では、本市独自の「タブレット端末クイックマニュアル」を

作成し、委員等に配付するとともに、各地区協議会での研修会をはじめきめ

細やかな指導・支援を行った。 

タブレット端末クイックマニュアル１ 電源、現地確認アプリ編 

タブレット端末クイックマニュアル２ ワンデスク編 

タブレット端末クイックマニュアル３ リストを使った修正方法編 

タブレット端末クイックマニュアル４ ワンデスクアプリ・意向把握編 

ク 事業報告の作成・公表 

令和６年度終了後、一年間の総会審議等の状況、農地法等に基づく処理状

況、委員等の活動状況等を「令和６年度周南市農業委員会事業報告書」とし

てまとめ、７月総会での承認後、市ホームページで公表し、活動状況や成果

の見える化を図った。 
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ケ 欠員となった推進委員の補充 

推進委員が死亡された第１区（徳山・大津島）及び辞任により欠員となっ

た第８区（四熊２（西部)）の推進委員の補充を行った。 

第１区は、令和６年度中に募集、評価委員会の開催・評価を終え、４月 10

日開催の令和７年第４回総会で委嘱することを議決し、４月 14 日に委嘱状交

付式を行い、５月１日発行の「広報しゅうなん」５月号で推進委員が決定し

たことをお知らせした。 

第８区の経過等は、次のとおりである。 

内  容 
第８区 

四熊２（西部） 

総会で辞任の同意 ６月 10日 

募集受付の開始（締切７月 11日） ６月 12日 

ホームページで募集について公開 ６月 12日 

募集期間の中間時点（６月 26日）での推薦・応募の状況 なし 

ホームページで中間時点での情報を公表 ６月 30日 

「広報しゅうなん」７月号に募集について掲載 ７月１日 

募集の締切 ７月 11日 

 

応募等の状況 

被推薦者・応募者の実人数 １人 

 

推薦・応募の内訳 

個人推薦 なし 

団体推薦 なし 

応募 １人 

ホームページで最終時点での情報を公表 ７月 16日 

評価委員会を開催 ７月 25日 

推薦者・応募者へ結果を通知 ７月 25日 

ホームページで結果を公表 ７月 25日 

総会で委嘱を議決 ８月 12日 

委嘱状交付式 ８月 12日 

「広報しゅうなん」９月号に推進委員の決定について掲載 ９月１日 

コ 次期の農業委員及び推進委員の候補者の募集 

令和８年７月 23 日をもって、本市の農業委員及び推進委員の任期が満了す

ることから、市の農業振興課と連携し、次期の農業委員候補者及び推進委員

候補者の募集を行った。 

募集の期間は、令和８年２月２日から３月２日までの１か月間としていた

が、締切期日において農業委員の被推薦者・応募者のうち認定農業者等が過

半（10 人以上）に達していなかったことから、農業委員の募集の期間を２週

間延長し、３月 16日までとした。 

委員等の候補者の募集の状況は、次のとおりである。 
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区 分 

 

集計時点 

被推薦者 

・応募者

の実人数 

（人） 

推薦・応募の内訳（重複計上） 
うち認定

農業者等 

（人） 
個人推薦 

（人） 

団体推薦 

（人） 

応募 

（人） 

農業委員 

定数 

19人 

２月 17日 10   10 ２ 

３月２日 20   20 ８ 

３月 16日 20   20 ８ 

推進委員 

定数 

32人 

２月 17日 13   13 - 

３月２日 32 ２ １ 30 - 

募集等の経過は、次のとおりである。 

内  容 実施日 

「広報しゅうなん」２月号に募集について掲載 ２月１日 

募集受付の開始（締切３月２日） ２月２日 

ホームページで募集について公開 ２月２日 

ホームページで中間時点（２月 17日）での情報を公表 ２月 20日 

推進委員の募集を締切 ３月２日 

農業委員の募集を延長（締切３月 16日） ３月２日 

ホームページで農業委員の募集期間の延長を公開 ３月２日 

ホームページで推進委員の最終時点での情報を公表 ３月 12日 

ホームページで農業委員の最終時点での情報を公表 ３月 16日 

なお、市長部局の農業委員候補者選考委員会及び委員会の推進委員候補者

評価委員会は令和８年度に入って開催された。 

(６) 研修活動 

ア 全国農業会議所・山口県農業会議主催の会議・研修会等に出席 

次のとおり、全国農業会議所・山口県農業会議が主催する会議・研修会等

に出席し、個々の資質の向上を図った。 

なお、事務局職員が出席したものは、事務局内で情報を共有し、研修成果

を水平展開した。 

開催日 会議・研修会等の名称 開催場所 

５月 21日 山口県市町農業委員会事務局長会議 
山口市・山口県総

合保健会館 

６月２日 農業者年金業務担当者会議 山口市・ＪＡビル 

６月４日 山口県農業委員会女性協議会第１回役員会 
山口市・山口県自

治会館 

７月４日 
山口県農業委員会職員研究会通常総会及び研修

会 

山口市・山口県総

合保健会館 

７月７日 農業者年金加入推進特別研修会 
山口市・かめ福オ

ンプレイス 

７月 23日 農業委員会サポートシステム等操作研修会 
山口市・山口県総

合保健会館 
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８月 25日 
農業委員及び農地利用最適化推進委員等研修会

（周南市・下松市合同） 

周南市役所本庁舎 

１階多目的室 

10月１日 
山口県農業委員会女性協議会ブロック別研修会

（中部ブロック） 

山口市・山口市役

所 

11月６日 

11月７日 
中国・四国ブロック農業委員会女性委員研修会 

徳島市・徳島グラ

ンヴィリオホテル 

12月３日 山口県農業委員会女性協議会第１回研修会 山口市・防長苑 

12月３日 山口県農業委員会女性協議会第２回役員会 山口市・防長苑 

12月 17日 農業者年金業務担当者研修会 山口市・ＪＡビル 

１月 28日 山口県市町農業委員会会長会議 
山口市・山口県総

合保健会館 

２月 20日 山口県農業委員会職員研究会研修会 
山口市・山口県総

合保健会館 

２月 25日 山口県農業委員会女性協議会第３回役員会 
山口市・山口県自

治会館 

３月４日 第 21回女性の農業委員会活動推進シンポジウム 東京都・砂防会館 

３月５日 女性委員の活動推進に向けた研修会 東京都・主婦会館 

３月 24日 山口県農業委員会女性協議会総会及び研修会 
山口市・セントコ

ア山口 

イ 山口県農業振興課主催の会議・研修会等に出席 

次のとおり、山口県農業振興課が主催する会議・研修会等に出席し、アと

同様に事務局内で水平展開した。 

開催日 会議・研修会等の名称 開催場所 

５月 30日 農地中間管理事業等に係る担当者会議 
山口市・山口県総

合保健会館 

ウ やまぐち農林振興公社農地中間管理部主催の会議・研修会等に出席 

次のとおり、公益財団法人やまぐち農林振興公社の農地中間管理部が主催す

る会議・研修会等に出席し、アと同様に事務局内で水平展開した。 

開催日 会議・研修会等の名称 開催場所 

３月９日 農地中間管理事業に係るブロック別意見交換会 
周南市・山口県周

南総合庁舎 

エ その他の会議・研修会等に出席 

次のとおり、周南地域農業再生協議会及び周南市農業振興課が主催する会

議・研修会等に出席し、アと同様に事務局内で水平展開した。 

開催日 会議・研修会等の名称 開催場所 

４月 24日 周南地域農業再生協議会幹事会 
下松市・ＪＡ山口

県周南統括本部 

５月 18日 
周南市農業改良普及協議会及び 

周南市担い手育成総合支援協議会 
周南市役所本庁舎 

エ 研修会の開催 
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７月及び10月開催の各地区協議会の中で、「タブレット研修」を実施した。 

なお、地区協議会は、農地パトロール（利用状況調査）、利用権設定、地域

計画のブラッシュアップ、利用意向調査等の説明のみならず意見交換も行い、研

修の場でもあった。 

オ 図書、リーフレット等の配付（再掲） 

全国農業会議所編集・発行の図書、リーフレット、パンフレットを委員等

の全員に配付することにより、自己研鑽し、資質の向上が図られ、農業者に

対する情報提供活動に活用できた。 

(７) 情報提供活動 

ア 「しゅうなん農業委員会だより」第３号を発行 

農業委員会の活動を、農業者及び一般の市民の方々に、より身近で目に見

える活動として伝えるために、独自の広報誌「しゅうなん農業委員会だより」

第３号を９月１日に発行し、市の「広報しゅうなん」と一緒に全戸配布した。 

第３号の内容は、次のとおりである。 

第３号 

・農業の未来を語ろう～農業を目指す高校生と若手農業者の対談 

・相続した農地について 

・農地中間管理事業による貸し借り 

・相続土地国庫帰属制度 

・農業委員会に寄せられる質問にお答えします！ 

・農業委員会からお知らせ 

・編集後記 

イ 市広報による情報提供 

次のとおり、「広報しゅうなん」に掲載した。 

号 内容 

５月号 
情報ひろば〔お知らせ〕農地利用最適化推進委員の決定 

第１区 徳山・大津島 

７月号 

農地の貸し借りの制度が変わりました 

 担当窓口・農地中間管理機構を通した貸借の手続き（農業振興課） 

・農地貸借のマッチング、農地法第３条による貸借の手続   

き                 （農業委員会） 

情報ひろば〔募集〕第８区 四熊２(西部)の農地利用最適化推進委員 

９月号 
情報ひろば〔お知らせ〕農地利用最適化推進委員の決定 

第８区 四熊２（西部） 

12月号 情報ひろば〔お知らせ〕農業者年金の加入 

２月号 農業委員と農地利用最適化推進委員を募集します 

ウ 市ホームページによる情報提供 

最新の情報が提供できるよう、適宜、農業委員会のページを更新及び追加
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した。 

令和７年度中に追加したページは次のとおりである。 

農地売買等事業について 

農地移動適正化あっせん事業について 

所有者不明農地制度について 

地域計画除外・農振除外が関連する農地転用の手続きについて（「事前協議」の導

入） 

なお、令和８年度に入って、ホームページの構成を見直し、再構築に取り

組んでいる。 

(８) 日常活動 

ア 農地パトロールによる農地の利用促進と無断・違反転用の早期発見 

日常活動として地域の農地パトロールに取り組み、農地の状況把握に努め

た。 

また、無断・違反転用を発見し、事務局において適正指導を行った。 

イ 農業者との情報交換 

各地区協議会での「農業者等との意見交換会」は行わなかったものの、農

地パトロール中の出会いや地域での話し合いの中で、農家が抱える個々の問

題を把握し、相談・指導・助言などで具体的な対応策を提案した。 

(９) その他の活動 

ア 農業者年金の普及啓発・加入促進・相談等 

農業者年金制度の普及啓発及び新規加入の推進を図り、制度の強化・拡充

に努め、農業者の老後の生活安定と福祉の向上に資するとともに後継者への

継承を促進し、農業経営基盤の強化を図った。 

なお、本市は、農業者年金「若い農業者及び女性農業者等への周知徹底、

加入者累計 15 万人早期達成強化運動」を踏まえた令和７年度の新規加入者数

全体の部の目標達成及び新規加入者数女性の部の目標達成により３月 30 日に

山口県農業会議会長より表彰された。 

農業者年金の加入者数は、次のとおりである。 

 

新規加入者
（人）

資格喪失・
取消（人）

男 10 10

女 9 2 11

計 19 2 21

令和７年度中の増減

区分
令和

６年度末
（人）

令和
７年度末
（人）
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イ 国有農地の管理 

農林水産省所管国有財産管理者（山口県知事）から土地を借り受けている

者に対して、賃借料の徴収に関する事務や現地調査を行った。 

国有農地の管理状況は、次のとおりである。 

 

ウ 全国農業新聞の普及拡大等 

農業委員会の組織紙として、また、農家向けの情報紙としての性格を合わ

せもった新聞として発行を続けている「全国農業新聞」の購読の普及に努め

た。 

全国農業新聞の購読申込部数は、次のとおりである。 

 

また、地域の身近な紙面づくりのための情報を提供するなどをし、次の記

事が掲載された。 

掲載日 内容 

２月 20日 

【中国版】〔トウガラシの魅力を古民家カフェから発信〕 

周南市に I ターン就農して 15 年目を迎えた須田浩史さん、加弥子さ

ん夫婦を紹介。東日本大震災をきっかけに須金地区の農業法人に転職

し、農家経営や農業技術を取得。２年後に独立し、キッチンカー「バ

ンブー」をオープン。「おいしいトウガラシの魅力を発信したい」

と、世界各国約 60 種類のトウガラシを専門に栽培し、昨年９月には

トウガラシの発信拠点として古民家カフェ「山とＣＨＩＬＬＩ」をオ

ープンした。「就農をめざす若者に、農家の多角的経営の事例の一つ

として多様な働き方を示せたら」と。これからの農家経営の多様な発

展に貢献したいとの思いは強い。（周南市農業委員会） 

エ 家族経営協定の締結の立会 

次のとおり、市の農業振興課が主催する家族経営協定（家族で営む農業に

おいて、経営方針や役割分担、労働時間、報酬などの就業条件を家族間で話

し合い、文書として取り決めるルール）の締結式に出席し、会長が第三者の

立会人として家族経営協定書に署名・押印した。 

開催日 行事の名称 開催場所 

３月 16日 家族経営協定締結式 周南市役所本庁舎 

筆数
（件数）

面積
（㎡）

筆数
（件数）

面積
（㎡）

筆数
（件数）

面積
（㎡）

筆数
（件数）

面積
（㎡）

9 3,737.00 1 193.00 7 3,245.00 1 299.00

管理面積
農耕貸付 未貸付 転用貸付

管理状況

新規申込
（部）

廃止
（部）

100 4 11 93

令和
６年度末
（部）

令和７年度中の増減 令和
７年度末
（部）
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５ まとめ 

(１) 利用権設定の窓口が農業振興課に移行 

令和６年度までの利用権の設定は、農業経営基盤強化促進法に基づき市が定

める農用地利用集積計画によるもので、推進委員が地域の窓口となり、貸し借

りの仲介を行い、貸し手、借り手の意向確認をして「農業経営基盤強化促進事

業利用権設定申出書」を作成し、市へ提出していた。 

令和７年度からは、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき農地中間

管理機構が策定する農用地利用集積等促進計画によることになり、申出書も

「利用権設定申出書兼農用地利用集積等促進計画」に変更され、原則的には市

の農業振興課が窓口となり、更新時の申出書等の必要書類は農業振興課から耕

作者へ直接郵送し、委員会では、推進委員が中心となって地権者・耕作者への

声掛けや書類作成の支援等を行った。 

また、総会での議決は、農用地利用集積計画の決定から農用地利用集積等促

進計画の案に係る意見聴取となった。 

(２) 委員等全員へのタブレット端末の導入が完了 

念願であった全ての委員等へのタブレット端末の導入が、７月に完了した。 

タブレット端末は通信機能やＧＰＳ機能を備え、写真撮影もでき、農業委員

会サポートシステムと連携した現地確認アプリやワンデスクシステムによる意

向把握、活動記録簿入力機能を搭載しており、委員等が日々活動するための必

需品である。 

また、総会でのタブレット活用や、事務局との連絡、委員等同士での連絡で

の活用により事務処理の効率化も図ることができる。 

今後、農地パトロール（利用状況調査）、利用意向調査及び日常活動としての

農地パトロールでの活用や総会資料、事務連絡のペーパーレス化が推進できる

よう操作研修をはじめきめ細やかな指導・支援を行っていく。 

(３) 全ての地域計画の策定が完了 

８月１日の菊川、夜市、戸田、湯野及び和田地区の５地域計画の策定をもっ

て、市内 17地区全ての地域計画の策定が完了した。 

今後は、地域計画の実現とブラッシュアップに取り組む。 

(４) 太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例の制定が実現 

令和３年 10月 27日に周南市長に提出した「令和４年度に向けた農地等利用最

適化推進施策に関する意見書」の中で、「（仮称）太陽光発電設備の設置に関す

る条例の制定」を提案して以来、太陽光発電事業を行う者の多くは、市外に所

在する者、言わば「不在地主」であり、持続可能な太陽光発電施設となるため
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には、地域コミュニティの受容性との調和に向けて、自然災害発生の懸念、地

域の景観、自然景観の悪化、地域のコミュニティ（共同作業）への影響、水路、

里道、生活道の維持管理、将来の撤退後の懸念など顕在化あるいは潜在的な

「やっかいな課題」に取り組むことが肝要であることを訴え続け、太陽光発電

施設が将来の「空き家問題」とならないよう、受け身ではなく、目に見える形

での主体的・積極的な取組み、実効性のある指導をされることを要望し続けて

きたが、ようやく、12 月市議会定例会において、周南市太陽光発電設備の適正

な設置及び管理に関する条例制定が可決され、12 月 19 日に制定、令和８年４月

１日から施行された。 

農地転用の許可を行う本委員会としては、許可申請書の提出の前に、市の環

境政策課への「事前協議」及び「周辺関係者への説明」が行われることについ

て、また、農業に関しては、繫茂した雑草を放置することは、害虫の温床にな

り、農業被害の原因となるものであることから、「適正な維持管理」が義務付け

られ、さらに、既存設備等にも適用され、実施されなければ「勧告」し、「公表」

することができることについて、大いに期待するものである。 

(５) 次期の農業委員及び推進委員の候補者の募集が終了 

３年に１度の改選に当たって、農業振興課と連携して臨んだ次期の農業委員

及び推進委員の候補者の募集を、２月２日に開始し、推進委員は定員に達した

ため締切予定の３月２日に終了したが、農業委員は定員に達したものの候補者

のうち認定農業者者等の人数が過半に達していなかったため募集期間を２週間

延長し、３月 16日をもって終了した。 

委員等の成り手が少ないのが現状であり、このことは本市のみならず、募集

期間を延長した団体も多くみられ、全国的な傾向だと推察する。 

委員等の人材確保は、今後の重要な課題であり、３年後のためにも常日頃か

らのＰＲ、人材発掘に努めなければならない。 

(６) 令和８年度へ向けて 

この一年間、「チーム農業委員会」として、公平、公正で明るく開かれた信頼

される組織運営に努めた。 

令和８年７月 24 日以降は次期委員等による新しい体制となるが、今後とも、

「チーム農業委員会」は、ワンチームとして情報を共有し、行動を一つに、本

市の農業及び農業者の公的代表機関として、「現場主義」を第一に農業者の声に

耳を傾け、寄り添う活動を推進する。 
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６ 年間活動実績表 

（日常活動を除く。） 

月 日 項目 

４月 

10日 

令和７年第４回総会・委員全員協議会 

「令和７年度最適化活動の目標設定等」を公表 

「令和７年度周南市農業委員会事業計画書」を公表 

14日 推進委員（第１区 徳山・大津島）の委嘱状交付式 

16日 地区の農業の未来を考える座談会（夜市地区・２回目） 

18日 地区の農業の未来を考える座談会（戸田地区・２回目） 

21日 地区の農業の未来を考える座談会（和田地区・２回目） 

22日 地区の農業の未来を考える座談会（菊川地区・２回目） 

24日 周南地域農業再生協議会幹事会に出席（事務局） 

25日 地域計画（案）の説明会（湯野地区） 

28日 第 109回常設審議委員会に出席（会長） 

５月 

12日 令和７年第５回総会・委員全員協議会 

18日 
周南市農業改良普及協議会及び周南市担い手育成総合支援協議

会に出席（事務局） 

21日 山口県市町農業委員会事務局長会議に出席（事務局長） 

26日 第 110回常設審議委員会に出席（会長） 

30日 
令和７年第１回広報委員会 

農地中間管理事業等に係る担当者会議に出席（事務局） 

６月 

２日 農業者年金業務担当者会議に出席（事務局） 

４日 
山口県農業委員会女性協議会第１回役員会に出席（役員の推進委員） 

地域計画（案）の説明会（夜市地区） 

６日 地域計画（案）の説明会（戸田地区） 

10日 

令和７年第６回総会・委員全員協議会 

「令和６年度農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務

の実施状況」を公表 

地域計画（案）の説明会（菊川地区） 

12日 
推進委員（第８区 四熊２(西部)）の募集を開始 

地域計画（案）の説明会（和田地区） 

30日 

第 111回常設審議委員会に出席（会長・事務局） 

山口県農業会議第 12回総会に出席（会長） 

推進委員（第８区 四熊２(西部)）の募集の中間時点での情報を公表 

７月 

１日 令和７年第２回広報委員会 

４日 山口県農業委員会職員研究会通常総会及び研修会に出席（事務局） 

７日 農業者年金加入推進特別研修会に出席（農業委員・事務局） 

10日 
令和７年第７回総会・委員全員協議会 

「令和６年度周南市農業委員会事業報告書」を公表 

11日 推進委員（第８区 四熊２(西部)）の募集を締切 

14日 
令和７年第１回南部地区協議会 

タブレット研修会・農地パトロール（利用状況調査）説明会 

15日 
令和７年第１回鹿野地区協議会 

タブレット研修会・農地パトロール（利用状況調査）説明会 

16日 
令和７年第１回熊毛地区協議会 

タブレット研修会・農地パトロール（利用状況調査）説明会 
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推進委員（第８区 四熊２(西部)）の募集の最終時点での情報の公表 

17日 
令和７年第１回西部地区協議会 

タブレット研修会・農地パトロール（利用状況調査）説明会 

23日 農業委員会サポートシステム等操作研修会に出席（事務局） 

24日 
令和７年第１回徳山北部地区協議会 

タブレット研修会・農地パトロール（利用状況調査）説明会 

25日 

令和７年第１回幹事会 

令和７年第２回評価委員会 

推進委員（第８区 四熊２(西部)）の募集の結果を公表 

28日 第 112回常設審議委員会に出席（会長） 

８月 

３日 
令和７年度やまぐち農林水産業新規就業ガイダンスに出席（会長・事

務局） 

12日 
令和７年第８回総会・委員全員協議会 

推進委員（第８区 四熊２(西部)）の委嘱状交付式 

25日 
農業委員及び農地利用最適化推進委員等研修会（周南市・下松市合

同）に出席（委員等・事務局） 

28日 第 113回常設審議委員会に出席（会長） 

９月 

１日 「しゅうなん農業委員会だより」第３号を発行 

10日 
令和７年第２回幹事会 

令和７年第９回総会・委員全員協議会 

29日 第 114回常設審議委員会に出席（会長・事務局） 

10月 

１日 
山口県農業委員会女性協議会ブロック別研修会（中部ブロック）に出

席（委員等・事務局） 

10日 令和７年第 10回総会・委員全員協議会 

28日 第 115回常設審議委員会に出席（会長・事務局） 

30日 
令和７年第２回南部地区協議会 

タブレット研修 

31日 
令和７年第２回西部地区協議会 

タブレット研修 

11月 

４日 
令和７年第２回徳山北部地区協議会 

タブレット研修 

５日 
令和７年第２回鹿野地区協議会 

タブレット研修 

６日 
令和７年第２回熊毛地区協議会 

タブレット研修 

６日 

７日 
中国・四国ブロック農業委員会女性委員研修会に出席（推進委員） 

10日 令和７年第 11回総会・委員全員協議会 

17日 
「令和８年度に向けた農地等利用最適化施策に関する意見書」を周南

市長へ提出 

25日 第 116回常設審議委員会に出席（会長・事務局） 

12月 

３日 
山口県農業委員会女性協議会第１回研修会に出席（委員等・事務局） 

山口県農業委員会女性協議会第２回役員会に出席（役員の推進委員） 

10日 
令和７年第３回幹事会 

令和７年第 12回総会・委員全員協議会 

17日 農業者年金業務担当者研修会に出席（事務局） 

22日 第 117回常設審議委員会に出席（会長） 
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26日 
令和８年度に向けた農地等利用最適化施策に関する意見書」への周南

市長からの回答を受理 

１月 

13日 令和８年第 1回総会・委員全員協議会 

20日 地区の農業の未来を考える座談会（大向地区・計画見直し） 

28日 

山口県市町農業委員会会長会議に出席（会長） 

第 118回常設審議委員会に出席（会長） 

地区の農業の未来を考える座談会（八代地区・計画見直し） 

２月 

２日 次期委員等の募集を開始 

10日 
令和８年第２回総会・委員全員協議会 

令和７年分の農地の賃借料情報として「周南市賃借料情報」を公表 

20日 
山口県農業委員会職員研究会研修会に出席（事務局） 

次期委員等の募集の中間時点での情報を公表 

25日 山口県農業委員会女性協議会第３回役員会に出席（役員の推進委員） 

27日 第 119回常設審議委員会に出席（会長・事務局） 

３月 

２日 
次期推進委員の募集を締切 

次期農業委員の募集を延長 

４日 
第 21 回女性の農業委員会活動推進シンポジウムに出席（山口県農業

委員会女性協議会の役員である推進委員） 

５日 
女性委員の活動推進に向けた研修会に出席（山口県農業委員会女性協

議会の役員である推進委員） 

９日 農地中間管理事業に係るブロック別意見交換会に出席（事務局） 

10日 
令和８年第３回総会・委員全員協議会 

令和８年度最適化活動の目標を設定（翌４月総会に諮り公表） 

12日 次期推進委員の募集の最終時点での情報を公表 

16日 

家族経営協定締結式に出席（会長・事務局） 

次期農業委員の募集を締切 

次期農業委員の募集の最終時点での情報を公表 

24日 山口県農業委員会女性協議会第２回研修会に出席（委員等） 

30日 第 120回常設審議委員会に出席（会長・事務局） 
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１ 総会の議事 

表１ 議案の個別件数 

 

根拠法令等

農地法第３条第１項 1

農地法第４条第１項

農地法第５条第１項

農地法第18条第１項

農地法第４条第１項 5

農地法第５条第１項

農地法第３条第１項

農地法第４条第１項

農地法第５条第１項

農地法第３条第１項 10

農地法第５条第１項

農地法第３条の２第１項

農地法第３条の２第２項

農地所有適格法人 農地法第６条第２項

租税特別措置法第70条の４第１項 15

租税特別措置法第70条の６第１項

不動産取得税の徴収猶予 地方税法附則第12条第１項、規則附則第４条第１項第１号

農地法第25条第１項

違反転用に対する措置に関する要綱

違反転用に対する措置に関する要綱 20

違反転用に対する措置に関する要綱

違反転用に対する措置に関する要綱

違反転用に対する措置に関する要綱

非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等の非農地判断等に関する要綱

非農地判断に係る事務処理要領 25

非農地証明に係る事務処理要領

登記官等からの照会に係る事務処理要領

農地売買等事業に係るもの（農地売買等事業・一括方式） 中間管理法第18条第11項

所有者不明農地の利用権設定に係るもの（配分） 中間管理法第18条第11項

基本構想（基盤強化法第６条第１項）の策定 基盤強化法施行規則第２条 30

基本構想の変更 基盤強化法施行規則第６条

地域計画の策定 基盤強化法第19条第６項

地域計画の変更 基盤強化法第19条第６項

農用地利用集積等促進計画の策定 中間管理法第18条第３項

農用地等の保有及び利用に関する情報の提供等の協力 中間管理法第19条第１項・第３項 35

農用地利用集積等促進計画の案の作成 中間管理法第19条第２項・第３項

農業振興地域整備計画の策定（農振法第８条第１項） 農振法施行規則第３条の２第１項

農業振興地域整備計画の変更（農振法第13条第１項） 農振法施行規則第３条の２第２項

農用地利用計画の変更（除外） 農振法施行規則第３条の２第２項

農用地利用計画の変更（編入） 農振法施行規則第３条の２第２項 40

農用地利用計画の変更（非農地判断等） 農振法施行規則第３条の２第２項

耕作目的

事業計画の変
更承認申請 農地等の転用のための権利移動

和解の仲介（県に申出するか直接するかの判断）

農地等の転用のための権利移動

贈与税の納税猶予

相続税の納税猶予適格者証明

農地等の権利移動

農地の転用

買受適格証
明

違反転用の確認・是正方針の決定

違反転用者等に対する是正指導の内容の決定・是正措置の勧告

違反転用者等に対する命令の内容の決定

非農地判断に係る非農地判断の決定

違反転用者に対する告発

非農地判断施行前に非農地判断扱いとした土地等の非農地判断の決定

非農地証明に係る非農地判断の決定

登記官等からの照会に係る非農地判断の決定

許可申請

農地等の権利移動

農地の転用

農地等の転用のための権利移動

農地等の賃貸借の解約等

区分

農地の転用

転用目的

許可の取消
申請

必要な措置を講ずべきことの勧告

農地法第３条第１項の許可の取消し

農地所有適格法
人以外の法人等

必要な措置を講ずべきことの勧告

命令に従わなかった違反転用事案に関する情報の公表

違反転用

非農地判断

農用地利用集積等促進計
画の策定要請

意見聴取

基本構想

地域計画

農用地利用
集積等促進
計画

農業振興地
域整備計画

農業振興地域
整備計画のう
ち農用地利用
計画の変更
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

1 11 4 8 8 5 1 4 8 1 4 1 6 61

1 1 1 1 1 1 6

3 4 1 4 4 2 3 2 2 7 2 34

5 2 2

1 2 1 1 2 1 1 1 1 2 13

1 1

1 2 3

10

15

20

25

30

1 5 6

1 1

35

46 17 62 311 436

3 3 2 8

40 2 2 6 10

10 10 20

（単位　件）
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根拠法令等

承認申請 特定農地貸付法第３条第１項 42

農業委員会法第38条第１項

農業委員会法第７条第１項

農業委員会法第７条第１項 45

農地移動適正化あっせん基準の改正 農地移動適正化あっせん事業実施要領

農業委員会法第37条・規則第15条第１項

農業委員会による最適化活動の推進等について

農業委員会法第37条・規則第15条第１項

農業委員会法第17条 50

農業委員会法第21条

農業委員会法第23条

55

農業委員会事業報告の承認

合計

農地利用最適化推進委員の委嘱

本年度最適化活動の目標の設定等

農地等の利用の最適化の推進に関する指針の策定

（注１）根拠法令等のうち本委員会の要綱及び要領は、その名称の先頭の「周南市農業委員会」を省略

つづき

区分

特定農地貸付け（特定農地貸付法第２条第２項）

農地等利用最適化推進施策の改善についての具体的な意見の提出

指針
農地等の利用の最適化の推進に関する指針の変更

前年度推進委員等の最適化活動の点検・評価

前年度農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表

推進委員 農地利用最適化推進委員の解嘱

農地利用最適化推進委員の辞任の同意

規則の制定・改正

規程の制定・改正

農業委員会事業計画の策定
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

42

1 1

45

1 1

1 1

1 1

1 1

50 1 1 2

1 1

1 1

55 1 1

1 1

20 7 62 31 13 24 10 28 67 8 321 21 612

　（注２）継続審議の議案にかかる個別件数は、最初の提案の月、継続審議した月のどちらにも計上

（単位　件）
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表２ 報告の個別件数 

 

根拠法令等

農地売買等事業の実施により取得 農地法第３条第１項第13号 1

農地中間管理権を取得 農地法第３条第１項第14号の２

相続、遺産分与、時効、法人合併、法人分割等 農地法第３条の３

国・県の公共事業 農地法第４条第１項第２号

市街化区域内にある農地 農地法第４条第１項第７号 5

制限の例外 農地法第４条第１項第８号・規則第29条

国・県の公共事業 農地法第５条第１項第１号

市街化区域内にある農地等 農地法第５条第１項第６号

制限の例外 農地法第５条第１項第７号・規則第53条

農地法第18条第１項第４号 10

農地法第43条第１項

農地改良の係る届出に関する要綱

農地売買等事業の実施により取得 農地法第３条第１項第13号

農地中間管理権を取得 農地法第３条第１項第14号の２

相続、遺産分与、時効、法人合併、法人分割等 農地法第３条の３ 15

国・県の公共事業 農地法第４条第１項第２号

市街化区域内にある農地 農地法第４条第１項第７号

制限の例外 農地法第４条第１項第８号・規則第29条

国・県の公共事業 農地法第５条第１項第１号

市街化区域内にある農地等 農地法第５条第１項第６号 20

制限の例外 農地法第５条第１項第７号・規則第53条

農地法第18条第１項第４号

農地法第43条第１項

農地改良の係る届出に関する要綱

国・県の公共事業 農地法第４条第１項第２号 25

市街化区域内にある農地 農地法第４条第１項第７号

制限の例外 農地法第４条第１項第８号・規則第29条

国・県の公共事業 農地法第５条第１項第１号

市街化区域内にある農地等 農地法第５条第１項第６号

制限の例外 農地法第５条第１項第７号・規則第53条 30

農地改良の係る届出に関する要綱

農地の転用 農地法第４条第８項

農地等の転用のための権利取得 農地法第５条第４項

耕作目的 農地法第３条第１項

転用目的 農地法第５条第１項 35

農地法第18条第６項

農地法第18条第６項

農地法第６条第１項

農地法第７条第５項

農地法第６条の２第１項 40

農地法第６条の２第２項

解約の申入れ、合意による解約又は賃貸借を更新しない旨の通知

解約の申入れ、合意による解約又は賃貸借を更新しない旨の通知の取消し

農地所有適格法人の報告

農地の転用

権利取得

農地の転用

権利取得

農地の転用

農地所有適格法人以外の法人等からの農地等の利用状況の報告

適正でない農地所有適格法人以外の法人等を農地中間管理機構へ通知

区分

届出
農地等の転
用のための
権利取得

賃貸借の解除

農作物栽培高度化施設の設置

農地改良

届出受理後
の届出の取
消し 農地等の転

用のための
権利取得

賃貸借の解除

農作物栽培高度化施設の設置

農地改良

転用事業の
事業計画の
変更の届出 農地等の転

用のための
権利取得

農地改良の内容の変更の届出

許可があっ
たものとみ
なす

国・県との
協議の成立

許可の決定
買受適格証
明書交付済

賃貸借の解
約等の通知

農地所有適
格法人 農地所有適格法人の要件を満たすに至った旨の届出

農地所有適
格法人以外
の法人等
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

1

13 8 14 10 3 5 13 6 10 14 8 15 119

5 2 1 2 2 3 2 1 13

4 3 1 1 1 1 1 12

7 8 2 10 4 2 5 2 7 8 1 12 68

2 1 5 6 2 4 20

10

1 1

15

1 1

20

25

1 1 2

2 1 2 2 8 6 21

30

35

8 6 1 3 1 3 1 1 24

40 1 1 1 1 4

（単位　件）
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根拠法令等

開墾等により新たに農地とする土地に係る事務処理要領 42

非農地とした土地の農地再生に係る事務処理要領

非農地判断に係る事務処理要領
非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等の非農地判断

等に関する要綱
45

非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等の非農地判断

等に関する要綱

農地法第３条第１項第13号

農地法第５条第１項第６号

農地法第５条第４項

租税特別措置法第70条の４第１項 50

租税特別措置法第70条の４第１項

租税特別措置法第70条の４第１項

租税特別措置法第70条の６第１項

租税特別措置法第70条の６第１項

租税特別措置法第70条の６第１項 55

地方税法附則第12条第１項、規則附則第４条第３項

地方税法附則第12条第１項、規則附則第４条第３項

地方税法附則第12条第１項、規則附則第４条第３項

租税特別措置法第70条の４第38項

租税特別措置法第70条の６第43項 60

登記官等からの照会に係る事務処理要領

民事執行法

弁護士法第23条の２第２項

相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律

現況が農地でないことの証明等 非農地証明に係る事務処理要領 65

土地改良法第３条

農地法第52条

70

特定貸付けを引き続き行っていることの証明

耕作目的・農地売買等事業関係
買受適格証
明

転用目的・市街化区域内農地等

転用目的・協議の成立関係

営農困難時貸付けを引き続き行っていることの証明

贈与税の納税猶予に係る特例農地等の利用状況の照会（税務署）

相続税の納税猶予に係る特例農地等の利用状況の照会（税務署）

非農地判断

非農地判断の結果

非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等が非農地であることの報告

非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等の非農地判断の結果

特定貸付けを引き続き行っていることの証明

営農困難時貸付けを引き続き行っていることの証明

贈与税の納
税猶予の適
用を受ける
農地等

農業経営を引き続き行っていることの証明

つづき

区分

開墾等により新たに農地とする土地

非農地とした土地の農地再生

不動産取得税
の徴収猶予の
適用を受ける
農地等

照会に対す
る回答等

地目変更登記に係る照会（登記官）

民事執行法による売却に伴う農地等の現況に係る照会（執行裁判所）

弁護士会からの会員弁護士受託事件に係る照会

相続土地国庫帰属承認申請に係る照会（中四国農政局）

農地賃借料情報

農地利用最適化推進委員の死亡

農業委員会の予算

農業委員会の決算

合計

（注）根拠法令等のうち本委員会の要綱及び要領は、その名称の先頭の「周南市農業委員会」を省略

土地改良事業に参加する資格に係る承認等

特定貸付けを引き続き行っていることの証明

営農困難時貸付けを引き続き行っていることの証明

相続税の納
税猶予の適
用を受ける
農地等

農業経営を引き続き行っていることの証明

農業経営を引き続き行っていることの証明
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

42

3 3

256 6 113 38 3 9 16 1 442

45 21 5 5 28 18 5 30 21 26 6 16 8 189

1 1 1 3

50

1 1 2

55

60

3 1 4

1 1 2

65 5 11 7 11 7 7 1 2 6 1 3 4 65

1 1

1 1

70 1 1

61 42 289 61 45 133 99 46 69 60 45 48 998

（単位　件）
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２ 農地法等に基づく処理状況 

以下の表は、農地法等に基づき許可、許可処分の取消し、事業計画の変更承認、

届出の受理、届出の取消し、事業計画の変更届出の受理、報告の受理、通知書の

交付、証明書の交付、回答等をした件数並びにその土地の筆数及び面積について、

許可をした日、承認をした日、受理をした日、交付をした日、回答をした日等の

属する月別に集計している。 

許可の月別件数は、申請を不許可とする場合や総会の議決後に都市計画法で定

める開発行為の許可や農用地区域からの除外の決定など一定の条件が成就した日

付けで許可する場合があるので、必ずしも表１の議案の月別件数と一致するもの

ではない。 

したがって、議案の上程から許可までが年度をまたぐ場合には、表１に記載が

あっても許可の表がないこと、又は表１に記載がないのに許可の表があることも

ある。 

また、届出の受理、報告の受理、通知書の交付、証明書の交付、回答等（以下

「受理等」という。）の月別件数は、原則として毎月 20 日までに受理等をした案

件を翌月 10 日開催の総会で報告することにしているので、表２の報告の月別件数

とは一致しないものである。 

さらに、前年度に受理等をした案件を翌年度に入って総会で報告することもあ

るため、表２に記載があっても受理等の表がないこと、又は表２に記載がないの

に受理等の表があることもある。 

なお、表中の「田」又は「畑」は、「登記簿上の地目」と記載がある場合を除き、

「現況地目」を表している。 

また、「畑」は、普通畑、樹園地、牧草畑等の「田」以外の農地を示すものであ

る。 
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表３ 農地法第３条第１項の規定による許可 

 

表４ 農地法第３条第１項の規定による許可処分の取消 

 

表５ 農地法第３条の３の規定による農地等の権利移動の届出の受理 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 11 17 20,991.90 12 4,993.10 29 25,985.00

５月 4 5 6,567.00 4 875.00 9 7,442.00

６月 8 8 8,040.91 10 3,569.00 18 11,609.91

７月 8 5 3,834.20 14 8,119.20 19 11,953.40

８月 5 10 10,919.00 5 4,088.00 15 15,007.00

９月 1 2 2,263.00 2 2,263.00

10月 4 10 10,864.61 1 718.00 11 11,582.61

11月 8 12 18,466.00 3 1,665.00 15 20,131.00

12月 1 3 5,567.00 3 5,567.00

１月 4 4 2,742.00 6 1,235.00 10 3,977.00

２月 1 2 45.71 2 45.71

３月 6 7 12,034.00 2 344.00 9 12,378.00

計 61 83 102,289.62 59 25,652.01 142 127,941.63

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

３月 1 1 882.00 1 882.00

計 1 1 882.00 1 882.00

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 11 39 33,821 13 5,446 52 39,266.89

５月 14 36 34,050 41 18,914 77 52,964.27

６月 8 25 21,080 8 1,664 33 22,744.00

７月 2 6 9,797 6 9,797.40

８月 6 27 34,600 10 3,461 37 38,061.00

９月 12 16 27,196 14 5,001 30 32,197.10

10月 7 7 8,667 5 1,871 12 10,538.22

11月 11 25 24,238 27 21,395 52 45,632.87

12月 14 42 62,592 21 7,590 63 70,182.00

１月 10 22 16,325 11 4,260 33 20,585.00

２月 14 43 40,260 27 8,098 70 48,357.61

３月 9 33 48,049 25 10,827 58 58,875.99

計 118 321 360,675.85 202 88,526.50 523 449,202.35

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑
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表６ 農地法第４条第１項の規定による許可 

 

表７ 農地法第４条第１項の規定による許可後の事業計画の変更承認 

 

表８ 農地法第４条第１項第７号の規定による農地転用の届出の受理 

 

表９ 農地法第４条第１項第 7号の規定による農地転用届出受理後の届出の取消 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 1 1 1,240.22 1 1,240.22

10月 1 1 450.00 1 450.00

11月 1 1 214.00 1 214.00

12月 1 1 917.00 1 917.00

２月 1 1 644.03 1 644.03

３月 1 1 450.00 1 450.00

計 6 4 2,461.03 2 1,454.22 6 3,915.25

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

10月 2 2 826.00 1 572.00 3 1,398.00

計 2 2 826.00 1 572.00 3 1,398.00

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 2 4 331.70 4 331.70

７月 1 1 54.00 1 54.00

９月 4 3 937.00 2 643.00 5 1,580.00

10月 3 3 2,520.00 3 2,520.00

12月 2 1 33.00 1 100.00 2 133.00

１月 1 1 4.74 1 4.74

２月 1 2 169.00 2 169.00

計 14 9 3,548.74 9 1,243.70 18 4,792.44

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

12月 1 1 348.00 1 348.00

計 1 1 348.00 1 348.00

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑
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表 10 農地法第４条第１項第 7 号の規定による農地転用届出受理後の事業計画の

変更届出の受理 

 

表 11 農地法第４条第１項第８号及び農地法施行規則第 29 条の規定による農地の

転用の制限の例外としての届出の受理 

 

表 12 農地法施行規則第 29条の制限例外の内訳 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 1 1 380.00 1 380.00

１月 1 1 543.00 1 543.00

計 2 1 380.00 1 543.00 2 923.00

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

５月 3 1 125.00 2 43.84 3 168.84

６月 1 1 26.83 1 2.97 2 29.80

９月 1 1 111.60 1 111.60

10月 1 1 24.00 1 24.00

12月 1 1 96.00 1 96.00

１月 1 1 93.00 1 93.00

計 8 5 452.43 4 70.81 9 523.24

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

規則29条
第１号

農業用施設等 8 5 452.43 4 70.81 9 523.24

規則29条
第７号

市の公共事業

規則29条
第14号

電気事業者

規則29条
第15号

市が行う市街化区域内
農地の転用

規則29条
第17号

認定電気通信事業者

規則29条
第18号

市の災害応急対策・復
旧のための転用

規則29条
第21号

市の埋蔵文化財のため
の土地の発掘

8 5 452.43 4 70.81 9 523.24

区分

合計
農地

件数
（件）

田 畑

その他

計
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表 13 農地法第５条第１項の規定による許可 

 

表 14 農地法第５条第１項の規定による許可後の事業計画の変更承認 

 

表 15 農地法第５条第１項の規定による許可処分の取消 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 3 3 1,473.00 3 1,473.00

６月 3 5 3,284.00 1 170.00 6 3,454.00

７月 2 4 1,299.00 4 1,299.00

８月 4 7 5,703.00 1 267.00 8 5,970.00

９月 4 5 8,926.00 5 8,926.00

10月 2 3 4,189.00 1 413.00 4 4,602.00

11月 3 2 3,294.00 1 3,472.00 3 6,766.00

12月 2 2 3,720.00 2 3,720.00

１月 2 1 1,137.00 2 2,085.00 3 3,222.00

２月 5 6 5,505.00 2 1,612.00 8 7,117.00

３月 3 4 3,278.00 1 2,050.00 5 5,328.00

計 33 42 41,808.00 9 10,069.00 51 51,877.00

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 1 2 2,069.00 2 2,069.00

５月 2 3 6,367.00 3 6,367.00

６月 1 1 363.00 1 363.00

７月 1 1 2,367.00 1 2,367.00

８月 2 3 5,523.00 3 5,523.00

10月 1 1 335.00 1 335.00

12月 1 1 1,715.00 1 1,715.00

１月 1 2 671.00 2 671.00

２月 1 1 3,472.00 1 3,472.00

３月 2 3 2,942.51 3 2,942.51

計 13 17 22,352.51 1 3,472.00 18 25,824.51

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

８月 1 4 1,362.00 4 1,362.00

９月 2 1 1,758.00 1 1,048.00 2 2,806.00

計 3 5 3,120.00 1 1,048.00 6 4,168.00

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑
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表 16 農地法第５条第１項第６号の規定による農地等の転用のための権利移動の

届出の受理 

 

表 17 農地法第５条第１項第６号の規定による農地等の転用のための権利移動届

出受理後の事業計画の変更届出の受理 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 3 7 1,305.11 7 1,305.11

５月 9 17 8,635.10 5 890.98 22 9,526.08

６月 4 2 341.00 4 2,583.00 6 2,924.00

７月 3 4 5,503.00 4 5,503.00

８月 5 10 8,844.31 10 8,844.31

９月 4 2 1,562.00 2 1,185.00 4 2,747.00

10月 4 2 591.00 2 335.00 4 926.00

11月 7 7 8,872.00 2 99.52 9 8,971.52

12月 4 2 1,208.00 3 1,056.00 5 2,264.00

１月 3 2 1,394.00 1 350.00 3 1,744.00

２月 13 11 4,202.00 3 1,653.00 14 5,855.00

３月 5 4 3,421.00 7 2,913.00 11 6,334.00

計 64 70 45,878.52 29 11,065.50 99 56,944.02

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

７月 2 2 2,048.00 2 2,048.00

８月 1 1 132.00 1 132.00

９月 1 1 995.00 1 995.00

11月 3 6 1,290.00 6 1,290.00

12月 1 1 251.00 1 251.00

１月 13 12 14,264.00 5 704.52 17 14,968.52

２月 1 2 671.00 2 671.00

計 22 18 18,229.00 12 2,126.52 30 20,355.52

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑
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表 18 農地法第５条第１項第７号及び農地法施行規則第 53 条の規定による農地等

の転用のための権利移動の制限の例外としての届出の受理 

 

表 19 農地法施行規則第 53条の転用制限例外の内訳 

 

表 20 農地法第５条第１項第７号及び農地法施行規則第 53 条の規定による農地等

の転用のための権利移動の制限の例外としての届出受理後の事業計画の変

更届出の受理 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

５月 1 1 1,839.00 1 1,839.00

８月 1 2 98.30 2 98.30

９月 8 13 11,644.60 1 43.00 14 11,687.60

10月 3 7 4,716.00 7 4,716.00

11月 3 6 7,156.00 6 7,156.00

12月 1 3 1,131.00 3 1,131.00

２月 1 2 575.00 2 575.00

３月 2 3 1,544.00 3 1,544.00

計 20 37 28,703.90 1 43.00 38 28,746.90

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

規則53条
第6号

市の公共事業

規則53条
第12号

電気事業者 1 3 3,106.00 3 3,106.00

規則53条
第13号

市が行う市街化区域内
農地の転用

規則53条
第15号

認定電気通信事業者 1 2 108.00 2 108.00

規則53条
第16号

市の災害応急対策・復
旧のための転用

18 32 25,489.90 1 43.00 33 25,532.90

規則53条
第20号

市の埋蔵文化財のため
の土地の発掘

20 37 28,703.90 1 43.00 38 28,746.90

合計
農地

採草放牧地
田 畑

区分
件数
（件）

計

その他

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

３月 1 1 1,288.00 1 1,288.00

計 1 1 1,288.00 1 1,288.00

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑
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表 21 農地法第６条第１項の規定による農地所有適格法人の報告の受理 

 

表 22 農地法第６条の２第１項の規定による農地所有適格法人以外の法人等の農

地等の利用状況の報告の受理 

 

表 23 農地改良届出の受理 

 

表 24 耕作再開届の受理・非農地とした土地の農地再生の確認 

 

区分
件数
（件）

５月 1

９月 1

10月 3

11月 1

12月 3

１月 1

２月 2

３月 8

計 20

区分
件数
（件）

10月 2

12月 1

１月 1

計 4

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

９月 1 1 300.00 1 300.00

計 1 1 300.00 1 300.00

区分
件数
（件）

農地
合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

６月 1 2 3,200.00 2 3,200.00

計 1 2 3,200.00 2 3,200.00

区分
件数
（件）

非農地とした土地を農地再生した土地
合計

田 畑
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表 25 非農地判断に係る非農地通知書の交付 

 

表 26 非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等に係る非農地通知書の交付 

 

表 27 非農地判断施行前に非農地扱いとした土地等の非農地判断に係る非農地通

知書の交付 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

６月 165 133 78,292.33 95 31,440.42 228 109,732.75

８月 3 5 5,224.00 1 203.00 6 5,427.00

９月 68 31 16,993.93 66 25,122.82 97 42,116.75

10月 14 25 22,652.70 9 4,146.00 34 26,798.70

11月 3 2 3,974.00 1 56.00 3 4,030.00

12月 6 2 1,676.00 5 2,914.00 7 4,590.00

１月 2 13 17,437.00 3 3,538.00 16 20,975.00

２月 1 1 280.00 1 280.00

計 262 212 146,529.96 180 67,420.24 392 213,950.20

区分
件数
（件）

登記簿上の地目
合計

田 畑 その他

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 5 3 4,890.00 3 1,004.00 6 5,894.00

５月 4 3 646.00 5 3,001.00 8 3,647.00

６月 10 17 6,761.26 8 3,835.00 25 10,596.26

７月 8 8 3,392.35 10 5,033.00 18 8,425.35

８月 4 14 12,746.00 12 5,193.00 26 17,939.00

９月 4 5 2,580.00 1 33.00 6 2,613.00

10月 12 19 5,068.18 9 2,451.91 28 7,520.09

11月 8 15 6,114.13 6 880.91 21 6,995.04

12月 6 3 412.00 5 3,581.00 8 3,993.00

１月 6 10 1,552.59 6 4,983.00 16 6,535.59

２月 2 1 8.26 3 960.00 4 968.26

３月 8 4 1,061.00 11 3,114.00 15 4,175.00

計 77 102 45,231.77 79 34,069.82 181 79,301.59

区分
件数
（件）

登記簿上の地目
合計

田 畑 その他

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

12月 1 1 119.00 1 119.00

１月 1 1 577.00 1 577.00

２月 1 1 998.00 1 998.00

３月 4 8 7,606.00 13 4,025.00 21 11,631.00

計 7 10 9,181.00 14 4,144.00 24 13,325.00

区分
件数
（件）

登記簿上の地目
合計

田 畑 その他
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表 28 相続税の納税猶予の適用を受ける農地等に係る農業経営を引き続き行って

いることの証明 

 

表 29 地目変更登記に係る登記官からの照会に対する回答 

 

表 30 相続土地国庫帰属承認申請に係る中国四国農政局からの照会に対する回答 

 

表 31 現況が農地でないことの証明 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

５月 1 1 2,099.00 1 2,099.00

計 1 1 2,099.00 1 2,099.00

区分
件数
（件）

登記簿上の地目
合計

田 畑 その他

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 2 2 1,013.00 2 1,013.00

６月 1 1 118.00 1 118.00

１月 1 3 2,045.00 6 2,404.00 9 4,449.00

計 4 5 3,058.00 7 2,522.00 12 5,580.00

区分
件数
（件）

登記簿上の地目
合計

田 畑 牧場

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 1 1 152.00 1 152.00

２月 1 1 158.00 1 158.00

計 2 2 310.00 2 310.00

登記簿上の地目
合計

田 畑 牧場
区分

件数
（件）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

４月 14 31 21,141 14 3,495 45 24,635.72

５月 1 1 201 1 201.00

６月 11 13 14,992 16 4,279 29 19,271.00

７月 8 7 4,195 6 2,163 13 6,358.00

８月 4 2 6,034 2 1,044 4 7,078.00

10月 1 2 343 2 343.00

11月 4 2 187 3 1,602 5 1,789.00

12月 1 2 1,440 2 1,440.00

１月 2 1 115 1 119 2 234.00

２月 2 3 3,403 1 373 4 3,776.00

３月 6 4 3,149 5 830 9 3,978.50

計 54 66 53,759.72 50 15,344.50 116 69,104.22

区分
件数
（件）

登記簿上の地目
合計

田 畑
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表 32 農用地利用集積等促進計画の案に係る意見聴取 

 

表 33 農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画の変更に係る意見聴取 

（除外） 

 

（編入） 

 

（非農地判断等） 

 

  

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

６月 46 103 179,847.25 4 6,170.00 107 186,017.25

９月 17 17 26,878.84 3 4,463.00 20 31,341.84

12月 62 47 70,310.00 14 10,862.44 61 81,172.44

２月 311 611 936,357.38 31 31,650.00 5 4,534.00 647 972,541.38

計 436 778 1,213,393.47 52 53,145.44 5 4,534.00 835 1,271,072.91

区分
件数
（件）

農用地

合計農地
採草放牧地

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

７月 3 2 2,776.00 1 214.00 3 2,990.00

11月 3 6 4,233.00 1 166.62 7 4,399.62

３月 2 4 2,994.00 4 2,994.00

計 8 12 10,003.00 1 214.00 1 166.62 14 10,383.62

区分
件数
（件）

農用地

合計

その他田 畑

登記簿上の地目

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

７月 2 3 5,864.00 3 5,864.00

11月 2 2 2,633.00 2 2,633.00

３月 6 11 11,727.00 11 11,727.00

計 10 16 20,224.00 16 20,224.00

区分
件数
（件）

農用地

合計

その他田 畑

登記簿上の地目

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

７月 10 3 1,401.00 5 2,047.00 2 1,596.68 10 5,044.68

11月 10 6 7,457.00 4 903.00 10 8,360.00

計 20 9 8,858.00 9 2,950.00 2 1,596.68 20 13,404.68

区分
件数
（件）

農用地

合計

その他田 畑

登記簿上の地目
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３ 用途別転用の状況 

表 34 農地法第４条の規定による用途別転用の状況 

 

表 35 農地法第５条の規定による用途別転用の状況 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

農家住宅

一般個人住宅 8 6 1,684.77 3 1,883.22 9 3,567.99

集団住宅その他 1 2 169.00 2 169.00

小計 9 6 1,684.77 5 2,052.22 11 3,736.99

学校用地

公園・運動場用地

道水路・鉄道用地 2 1 54.00 3 35.70 4 89.70

官公・病院等公的施設

小計 2 1 54.00 3 35.70 4 89.70

1 1 214.00 1 214.00

店舗等施設

流通業務等施設

ゴルフ場

その他のレジャー施設

小計

農林漁業用施設 8 5 452.43 4 70.81 9 523.24

駐車場・資材置場 7 5 3,821.00 2 396.00 7 4,217.00

土砂等採取用地

再エネ発電設備

その他 1 1 450.00 1 450.00

小計 16 11 4,723.43 6 466.81 17 5,190.24

28 18 6,462.20 15 2,768.73 33 9,230.93

件数
（件）

農地
合計

田 畑
用途 施設概要

その他の

業務用地

総計

商業サー
ビス等用
地

住宅用地

公的施設
用地

鉱工業（工場）用地

植林

その他分類不明

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

農家住宅 1 1 267.00 1 267.00

一般個人住宅 29 31 12,499.41 13 2,778.50 44 15,277.91

集団住宅その他 10 13 4,159.01 2 1,656.00 15 5,815.01

小計 40 44 16,658.42 16 4,701.50 60 21,359.92

学校用地

公園・運動場用地

道水路・鉄道用地 19 33 25,685.90 1 43.00 34 25,728.90

官公・病院等公的施設

小計 19 33 25,685.90 1 43.00 34 25,728.90

店舗等施設 1 1 995.00 1 995.00

流通業務等施設

ゴルフ場

その他のレジャー施設

小計 1 1 995.00 1 995.00

農林漁業用施設

駐車場・資材置場 34 40 36,186.10 16 9,691.00 56 45,877.10

土砂等採取用地

再エネ発電設備 21 27 34,646.00 5 5,747.00 32 40,393.00

その他 2 5 3,214.00 5 3,214.00

小計 57 72 74,046.10 21 15,438.00 93 89,484.10

117 149 116,390.42 39 21,177.50 188 137,567.92

件数
（件）

農地
採草放牧地

田 畑
合計

住宅用地

公的施設
用地

鉱工業（工場）用地

用途 施設概要

植林

商業サー
ビス等用
地

その他の

業務用地

総計

その他分類不明
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表 36 許可による用途別転用の状況（総会で議決） 

 

表 37 届出等による用途別転用の状況（総会で報告） 

 

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

農家住宅 1 1 267.00 1 267.00

一般個人住宅 4 2 1,094.03 2 1,653.22 4 2,747.25

集団住宅その他

小計 5 2 1,094.03 3 1,920.22 5 3,014.25

学校用地

公園・運動場用地

道水路・鉄道用地

官公・病院等公的施設

小計

1 1 214.00 1 214.00

店舗等施設

流通業務等施設

ゴルフ場

その他のレジャー施設

小計

農林漁業用施設

駐車場・資材置場 13 19 13,820.00 2 3,642.00 21 17,462.00

土砂等採取用地

再エネ発電設備 19 24 28,905.00 5 5,747.00 29 34,652.00

その他 1 1 450.00 1 450.00

小計 33 44 43,175.00 7 9,389.00 51 52,564.00

39 46 44,269.03 11 11,523.22 57 55,792.25

採草放牧地 合計

植林

商業サー
ビス等用
地

その他の

業務用地

総計

その他分類不明

住宅用地

公的施設
用地

鉱工業（工場）用地

田 畑
用途 施設概要

件数
（件）

農地

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

農家住宅

一般個人住宅 33 35 13,090.15 14 3,008.50 49 16,098.65

集団住宅その他 11 13 4,159.01 4 1,825.00 17 5,984.01

小計 44 48 17,249.16 18 4,833.50 66 22,082.66

学校用地

公園・運動場用地

道水路・鉄道用地 21 34 25,739.90 4 78.70 38 25,818.60

官公・病院等公的施設

小計 21 34 25,739.90 4 78.70 38 25,818.60

店舗等施設 1 1 995.00 1 995.00

流通業務等施設

ゴルフ場

その他のレジャー施設

小計 1 1 995.00 1 995.00

農林漁業用施設 8 5 452.43 4 70.81 9 523.24

駐車場・資材置場 28 26 26,187.10 16 6,445.00 42 32,632.10

土砂等採取用地

再エネ発電設備 2 3 5,741.00 3 5,741.00

その他 2 5 3,214.00 5 3,214.00

小計 40 39 35,594.53 20 6,515.81 59 42,110.34

106 121 78,583.59 43 12,423.01 164 91,006.60

合計採草放牧地

その他の

業務用地

総計

住宅用地

公的施設
用地

鉱工業（工場）用地

植林

商業サー
ビス等用
地

その他分類不明

用途 施設概要
田 畑件数

（件）

農地
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４ 常設審議委員会の意見聴取 

表 38 農地法第４条の規定による意見聴取事案 

 

表 39 農地法第４条の規定による意見聴取事案の用途別転用の状況 

 

  

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

計

田 畑
区分

件数
（件）

農地
合計

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

農家住宅

一般個人住宅

集団住宅その他

小計

学校用地

公園・運動場用地

道水路・鉄道用地

官公・病院等公的施設

小計

店舗等施設

流通業務等施設

ゴルフ場

その他のレジャー施設

小計

農林漁業用施設

駐車場・資材置場

土砂等採取用地

再エネ発電設備

その他

小計

商業サー
ビス等用
地

田
用途 施設概要

件数
（件）

農地

住宅用地

公的施設
用地

鉱工業（工場）用地

植林

畑
合計

その他の

業務用地

総計

その他分類不明

意見聴取なし 

意見聴取なし 
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表 40 農地法第５条の規定による意見聴取事案 

 

表 41 農地法第５条の規定による意見聴取事案の用途別転用の状況 

 

  

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

６月 1 1 543.00 1 543.00

９月 1 2 6,526.00 2 6,526.00

10月 1 3 4,189.00 3 4,189.00

11月 1 1 3,472.00 1 3,472.00

２月 1 3 2,602.00 3 2,602.00

３月 1 1 676.00 1 676.00

計 6 10 14,536.00 1 3,472.00 11 18,008.00

区分
件数
（件）

農地
採草放牧地 合計

田 畑

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

筆数
（筆）

面積
（㎡）

農家住宅

一般個人住宅

集団住宅その他

小計

学校用地

公園・運動場用地

道水路・鉄道用地

官公・病院等公的施設

小計

店舗等施設

流通業務等施設

ゴルフ場

その他のレジャー施設

小計

農林漁業用施設

駐車場・資材置場 4 5 5,408.00 1 3,472.00 6 8,880.00

土砂等採取用地

再エネ発電設備 2 5 9,128.00 5 9,128.00

その他

小計 6 10 14,536.00 1 3,472.00 11 18,008.00

6 10 14,536.00 1 3,472.00 11 18,008.00

採草放牧地 合計

用途 施設概要

植林

商業サー
ビス等用
地

その他の

業務用地

総計

畑

その他分類不明

件数
（件）

住宅用地

公的施設
用地

鉱工業（工場）用地

田

農地
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５ 農業委員・農地利用最適化推進委員の活動状況 

表 42 農業委員の活動 

 

中項目 小項目

1

5

ア　コーディネーター（座長等）

イ　農地地図を持参

ウ　農地情報の提供

エ　参加の呼びかけ・準備等 10

オ　その他

④　総会に出席し意見陳述（推進委員のみ）

ア　あっせん予定農地の案内

イ　書類等の作成支援 15

ウ　その他

ア　利用状況調査

イ　利用状況調査以外の現地確認

ア　自ら耕作

イ　農地バンクに貸付・売却希望 20

ウ　農地バンク以外に貸付・売却希望

ア　登記状況の確認

イ　現地等での聞き込み

ウ　判明した権利者の同意取得

ア　所有者への営農再開意向確認 25

イ　受け手への農地の仲介・あっせん

ウ　農地バンクへの情報提供

エ　委員自ら解消作業

オ　基盤整備の実施に向けた活動

30

35

40

合計

６　農地利用の最適化に関する関係行政機関等に対する意見の提出

④　遊休農地の解消活動

⑤　その他

４　新規参入の促進活
　　動

①　希望者の相談対応

②　新規参入者のフォローアップ

③　相談会への参加

④　参入希望者に対する講習・意見交換

⑤　その他

５　法人化その他農業経営
　　の合理化・農業一般に
　　関する調査及び情報の
　　提供

①　経営の合理化の推進

②　農業者年金の普及推進

③　全国農業新聞・全国農業図書の普及推進

④　その他

⑤　その他

３　遊休農地の発生防
　　止・解消

①　現地確認

②　利用意向調査（把握結果）

③　不明所有者等を探索

②　話し合い活動への参加

大項目

１　法令による農業委員会
　　の権限事項

①　総会、研修会等の出席

②　事前相談、現地確認等

③　紛争の調停・仲介

④　農業情報収集・提供

⑤　その他

２　担い手への農地の
　　集積・集約化

最
適
化
活
動

①　出し手・受け手の意向把握

③　関係機関との打ち合わせ
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

1 12 16 16 35 28 17 23 25 18 16 16 17 239

11 14 14 24 8 14 13 13 14 12 15 13 165

2 1 4 5 12

1 1 1 3 2 8

5 9 6 9 11 10 7 11 8 9 5 11 9 105

1 5 1 2 1 3 4 1 1 2 21

1 1

1 1

1 1

10 5 4 9

1 1

3 2 2 1 2 2 12

15 3 2 5 2 12

1 1

12 3 7 4 2 1 1 30

70 73 81 55 66 69 74 60 72 66 68 88 842

1 1 2

20 2 2

1 1 1 3

1 1

25 2 1 1 4

4 1 5

2 2 1 4 1 5 1 3 12 31

2 2

30 1 1 2 1 1 1 7

1 1

35 1 1

1 1

2 2

1 1 2

40 1 1

124 123 134 133 133 119 141 129 120 108 128 133 1,525

　（注）農業委員から提出された農業委員会活動記録簿を集計したものである。

（単位　延べ日数）
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表 43 農地利用最適化推進委員の活動 

 

 

中項目 小項目

1

5

ア　コーディネーター（座長等）

イ　農地地図を持参

ウ　農地情報の提供

エ　参加の呼びかけ・準備等 10

オ　その他

④　総会に出席し意見陳述（推進委員のみ）

ア　あっせん予定農地の案内

イ　書類等の作成支援 15

ウ　その他

ア　利用状況調査

イ　利用状況調査以外の現地確認

ア　自ら耕作

イ　農地バンクに貸付・売却希望 20

ウ　農地バンク以外に貸付・売却希望

ア　登記状況の確認

イ　現地等での聞き込み

ウ　判明した権利者の同意取得

ア　所有者への営農再開意向確認 25

イ　受け手への農地の仲介・あっせん

ウ　農地バンクへの情報提供

エ　委員自ら解消作業

オ　基盤整備の実施に向けた活動

30

35

40

⑤　その他

５　法人化その他農業経営
　　の合理化・農業一般に
　　関する調査及び情報の
　　提供

①　経営の合理化の推進

②　農業者年金の普及推進

③　全国農業新聞・全国農業図書の普及推進

④　その他

４　新規参入の促進活
　　動

①　希望者の相談対応

②　新規参入者のフォローアップ

③　相談会への参加

④　参入希望者に対する講習・意見交換

①　出し手・受け手の意向把握

③　関係機関との打ち合わせ

⑤　その他

６　農地利用の最適化に関する関係行政機関等に対する意見の提出

合計

大項目

１　法令による農業委員会
　　の権限事項

①　総会、研修会等の出席

②　事前相談、現地確認等

③　紛争の調停・仲介

④　農業情報収集・提供

⑤　その他

２　担い手への農地の
　　集積・集約化

３　遊休農地の発生防
　　止・解消

①　現地確認

②　利用意向調査（把握結果）

③　不明所有者等を探索

④　遊休農地の解消活動

⑤　その他

最
適
化
活
動

②　話し合い活動への参加
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

1 1 1 1 30 24 9 18 1 3 2 3 93

25 21 17 24 17 10 16 15 13 17 12 13 200

1 2 3

1 1 2 1 5

5 6 2 9 2 3 2 3 3 3 1 5 6 45

7 11 4 1 8 6 3 9 2 5 4 60

2 1 3

1 1 2

3 1 4

10 13 9 8 1 1 1 33

1 1

4 1 1 1 2 1 1 5 1 17

1 1 1 3

15 5 1 1 5 7 1 1 21

1 1 1 1 4

69 194 145 40 26 16 14 11 6 521

172 179 176 124 62 63 118 151 156 165 167 213 1,746

1 2 1 4

20

1 3 4 3 3 2 16

1 1

1 1

25 3 6 5 6 4 5 7 3 6 4 4 4 57

6 3 1 4 6 12 5 11 3 7 58

5 8 6 8 1 6 6 2 6 4 7 3 62

2 2

30 5 2 5 8 13 4 5 7 7 9 8 6 79

1 1

1 2 1 1 5

35

1 1

2 2

40

257 248 238 279 337 266 227 253 218 228 228 271 3,050

　（注）推進委員から提出された農業委員会活動記録簿を集計したものである。

（単位　延べ日数）


